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（項目１） 

財 務 状 況 

 

①当期総利益又は総損失 

 
 総利益（総損失）      ４１８．７億円 

②利益剰余金又は繰越欠損金 

 
利益剰余金（繰越欠損金）   △２．４億円 

③-1 当期独立行政法人国立病院

機構運営費交付金債務 

 

   ２８４．１億円（執行率 ９９．４％） 

 

④利益の発生要因 

及び 

目的積立金の申請状況 

当期総利益４１８．７億円の発生要因は、各病院の機能・

規模による病院の運営方針に応じ、職員の適正配置、平均在

院日数の短縮による診療報酬に係る上位基準の取得等を図

るとともに、材料費等に係るコスト抑制に努め、個々の病院

においても収支相償以上を目指し収支改善を推進したこと

によるものである。 

⑤100 億円以上の利益剰

余金又は繰越欠損金が

生じている場合の対処

状況 

 

⑥運営費交付金の執行

率が９０％以下となっ

た理由 
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（項目２） 

保有資産の管理・運用等 

 

①保有資産の活用状況

とその点検 

（独立行政法人の事務・事業の

見直し基本方針で講じる措置が

定まっているものを除く。） 

１．独立行政法人の事業の用に供されている財産 

(1) 事業が廃止又は事業規模が縮減された場合 

  病院事業に有効活用するほか、老朽化した宿舎や

建て替えのため使用しない病棟等については、企業

会計基準により減損処理を行い、除却することとし

ている。なお、除却後の土地は病棟・宿舎等の建て

替えに有効活用するほか、病院機能との連携を考慮

した貸付等により有効活用を図っている。 

（平成 24年度 減損損失額 35 億円：65 施設） 

(2) 法人が直接使用していないもの（法人の業務を委

託等している場合を除く） 

  公共、公益性、病院事業との関連性等を重視し、

自治体、学校法人等の意向を確認するなど、病院機

能との連携を考慮した貸付等の有効活用に努めてい

る。 

 

２．福利厚生施設等 

(1) 入居率が低い職員宿舎 

  看護師宿舎等には、築30年以上のものが多数あり、

老朽化、狭隘、入浴設備等が共同使用であること等

の理由で入居者が減っている状況にあることから、

使用見込みの無い宿舎については、廃止の検討、減

損処理を行い、また、宿舎利用の見直し、用途変更

等を行うなど、有効活用を図っている。 

(2) 職員宿舎の見直しについて 

職員宿舎については、「独立行政法人の職員宿舎の

見直しに関する実施計画」（2012.12.14 行政改革担当

大臣）に基づき、適正に宿舎の廃止等を行っている。 

(3) 稼働率が低い宿泊施設、教育・研修施設 

本部研修センターは、平成 24 年度においては稼働

率が 55％であった。 

新たな研修の実施により、研修の件数は増加傾向

にあり、今後も本部研修及びブロック研修において

2



 

 

 

利用の機会が増え、更に利用が向上していくものと

考えている。 

 

３．運営費交付金 

  善通寺病院と香川小児病院の統合が25年 5月に延

期されたため、統合移転に係る事業費を運営費交付

金債務として翌事業年度に繰り越しているものであ

り、翌事業年度において成果を達成する見込みであ

る。 

 

４．基金 

  基金については該当がない。 

 

５．特許権等の知的財産権 

知的財産については、独立行政法人国立病院機構

職務発明等規程に基づき管理している。また、厚生

労働大臣認定技術移転機関に権利を譲渡すること等

を通じて活用を図っている。 

 

 

②資金運用の状況 

 

 

 

 

該当なし 

 

 

 

 

③債権の回収状況 

貸借対照表に計上されている医業未収金について

は、その大半が支払確実な支払基金・国保連合会に

対する 2月及び 3月分の診療費債権であり、4月及び

5月に支払われることとされている。 

また、患者に対する診療費債権のうち貸倒引当金

を計上しているものは、医業未収金全体の 0.4％程度

である。 
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（項目３） 

組織体制・人件費管理 

（委員長通知別添一関係） 
 

①給与水準の状況と

総人件費改革の進捗

状況 

[給与水準の状況] 

特定独法の職員の給与は、「①一般職員の給与に関する法律

の適用を受ける国家公務員の給与、②民間企業の従業員の給

与、③当該法人の業務の実績等を考慮して定めなければならな

い」（通則法第５７条）こととされており、当機構においても

この趣旨を十分踏まえ、職員の給与を定めているところであ

る。 

当法人の給与水準については、国の給与制度等を踏まえ、通

則法に則って適切に対応している。 

医師の給与については、平成１７年度に年俸制を導入して勤

務成績を反映させ、平成１８年度の国の給与構造改革に伴う基

本給等の引き下げを見送るなど、民間医療機関などの状況を踏

まえながら改善を進めている。 

（参考）直近の医療経済実態調査結果（平成 23 年 6 月調査）職種別常勤職

員１人当たり平均給料月額等より、一般病院医師の年収を推計 

    国立 1469 万円、公立 1540 万円、医療法人 1550 万円  

看護師については、民間医療機関における給与水準を考慮し

て、独法移行時に中高年齢層の一般看護師の給与カーブを引き

下げ、また、平成１７年４月に基本給の調整額を「特殊業務手

当」に切り替えるとともにその水準を引き下げるなどの措置を

講じ、通則法に則って適切に対応している。 

また、事務・技術職員については、国の一般職給与法に準じ

ているところであるが、独法移行時に中高年齢層の一般職員の

給与カーブを引き下げるなどの措置を講じたところであり、通

則法に則って適切に対応している。 

 

国家公務員の給与減額支給措置について（平成２３年６月閣

議決定）への対応については、本部の全職員及び病院の幹部職

員を対象として、国に勤務する職員と同様に給与引下げ（職位

に応じて平均▲７．８％）を実施している。 

平成２４年度のラスパイレス指数は、医師：１１７．０、看

護師：１０６．０、事務・技術職：１０６．３となっている。 
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[総人件費改革の進捗状況]  

経営改善及び職員の効率的配置の観点から、技能職の退職後

不補充並びに非常勤職員への切替及びアウトソーシング化、非

効率となっている病棟の整理・集約により収益に見合った職員

配置とした。（人件費の削減額△３１億円） 

一方で、障害者自立支援法に基づく重症心身障害者病棟等に

おける療養介護事業等国の制度の創設や改正及び心神喪失者

等医療観察法に基づく専門病棟の運営に伴う人材確保、地域医

療計画を踏まえた救急医療、周産期医療等への対応や政策医療

の推進への対応に伴う人材確保の他、医療サービスの質の向

上、医療安全の確保及び患者の処遇の改善等にも留意しつつ、

必要な人材確保を行った。（政策的人件費の増加額約１１５億

円） 

その結果、常勤職員の人件費は前年度と比較して約８５億円

の増となっている。 

引き続き、技能職の退職後不補充並びに非常勤職員への切替

及びアウトソーシング化、非効率となっている病棟の整理・集

約により人件費削減を図っていくとともに、患者の目線に立っ

た良質な医療を提供し、国立病院機構に求められる役割を着実

に果たすために必要な人材確保を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②国と異なる、又は

法人独自の諸手当の

状況 

 

 

 

 

 

 

夜間看護等 

手当 

医師・看護師等が深夜業務に従事した場合の

手当。 

・医 師：１回/9,900 円～2,900 円 

・看護師：１回/7,600 円～2,200 円 

・その他：１回/6,000 円～1,800 円 

・国の「夜間看護手当」と同旨であるが、医師

等については、独法移行後、救急医療等の診

療体制の強化や労働基準法の適用により２

４時間の交代制勤務を行う職員が増加した

ことから、看護師との均衡を考慮して支給対

象に加えたものであり適正な手当と判断し

ている。 
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役職職員 

特別勤務 

手当 

臨時の又は緊急性を有する業務のため休日

等に勤務した場合及び医師が宿日直等勤務又

は救急呼出により診療業務を行った場合の手

当。 

・１回/15,500 円(上限)～6,000 円(下限) 

・国の「管理職員特別勤務手当」と同旨であり、

病院に勤務する医師の特性を考慮した観点

から適正な手当と判断している。 

・また、業務の附加として上位の役職の業務・

高度な業務等を担う場合は、基本給の１０％

を上限として支給することができることと

しており、すでに就いている職務に加えて特

別に副院長の職務（特命副院長）を命じられ、

当該職務に従事した場合等、病院運営上の特

性を考慮したものである。 

 

ヘリコプ 

ター搭乗 

救急医療 

手当 

医師・看護師等の医療従事者が、ヘリコプタ

ーに搭乗し、機内等で診療等を行った場合の手

当。 

・医  師：１回/5,000 円 

・医師以外：１回/3,000 円 

・国の「航空手当」及び大学や民間医療機関に

おける同様の手当を踏まえ、救急医療に従事

する医師・看護師等の勤務実態・特殊性を勘

案し、救急医療に従事する医師等の確保対策

の観点から適正な手当と判断している。 

 

救急呼出 

待機手当 

医師・看護師等の医療従事者が、深夜勤務及

び緊急の診療業務に対応するため特定の時間

帯を定めて自宅等において待機をした場合の

手当。 

・医  師：１回/5,000 円 

・医師以外：１回/2,000 円 

・ヘリコプター搭乗救急医療手当と同様に大学

や民間医療機関における手当を踏まえ、深夜 

勤務及び救急医療に従事する医師・看護師等

の医療従事者の勤務の実態・特殊性を勘案
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し、深夜勤務及び救急医療に従事する医師等

の確保対策の観点から適正な手当と判断し

ている。 

 

 

 

救急医療 

体制等確 

保手当 

医師等が休日及び夜間において、地域の第３

次又は第２次救急医療の確保のため、理事長の

指定する病院において、救急外来患者へ応需し

た場合の手当。 

・診療業務(1h以上)：１回/12,000円又は6,000

円（8h 以上は 18,000 円） 

・分娩：１回/10,000 円 

・国における「救急医療及び産科医療を担う勤

務医の処遇改善を支援する補助制度」に対応

したものであり、休日及び夜間の救急・周産

期医療体制の整備を図るとともに、救急医療

及び産科医療を担う医師等の処遇改善の観

点から適正な手当と判断している。 

 

 

 

医師手当 

地域における医師確保のための手当。 

・月額 357,900 円～16,900 円 

・国の「初任給調整手当」と同旨であり、全国

的に厳しい情勢である医師確保の観点から

適正な手当と判断している。 

・なお、平成２１年度に国が当機構医師の年収

の全国平均との差分を「初任給調整手当」と

して引き上げたことに伴い、当機構において

は地方の病院に勤務する医師が多いことを

踏まえ国の職員との均衡を図るため、国の上

げ幅の約半分（月額５万円）の引き上げを行

った結果、手当額については国が当機構を上

回っているところである。 
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医師派遣 

手当 

医療法に定められた標準医師数を大きく欠

く又はその恐れのある病院に対して、緊急的に

医師派遣した場合及び病院間の機能補完等を

目的とした医師派遣を行った場合の手当。 

・緊急的医師派遣 １日/20,000 円 

・上記以外    １日/10,000 円 

・深刻な医師不足に対応するため、平成１８年

４月より医師派遣手当を創設し、標欠病院に

対する措置を講ずるとともに、平成２０年４

月からは機構の病院間における機能補完・連

携等のために医師 

派遣を行った場合にも支給できるよう制度

の拡充を図るなど、医療を提供する病院を運

営する当機構の特性を考慮し、地域における

診療連携の推進及び医師確保を図る観点か

ら適正な手当と判断している。 

 

 

 

医師手当 

加算部分 

・専門看護 

手当 

学会や公益法人等の第三者機関において認

定された広告可能な専門医や認定看護師など

の特定の分野における専門的知識を有してい

る医師・看護師のための手当。 

・医師 １資格/月額 5,000 円(上限 2資格) 

※ 機構専修医制度修了者は上限の他 5,000

円を加算 

・看護師 専門看護師/月額 5,000 円 

     認定看護師/月額 3,000 円  

・医師手当の加算部分及び専門看護手当につい

ては、専門化・高度化した病院を運営する当

機構の特性を踏まえ、有能な人材を確保する

観点から適正な手当と判断している。 

・また、他の医療機関でも導入が進んでいるも

のである。 
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診療看護師 

手当 

学校教育法に基づく大学院の修士課程を修

了し、厚生労働省の「看護師特定行為・業務施

行事業」の対象となる行為・業務を行った看護

師への手当。 

 月額 60,000 円 

 医師の包括的指示のもと、一定の医行為を行

うことのできる看護師を評価するものとして

適正な手当と判断している。 

附加職務 

手当 

医師等が地方自治体等への診療援助などを

行った場合の手当。 

・依頼（要請）元より医師等の勤務する病院に

支払われた報酬の範囲内において、その診療

援助などを行った医師に対して給与を支給

する。 

・医療を提供する病院を運営する当機構の特性

を考慮し、地域における診療連携の推進を図

る観点から適正な手当と判断している。 

年度末賞与 

医業収支が特に良好な病院の職員に対する

個々の病院の業績に応じた手当。 

・手当額は、次のうち最も低い額 

① 基準日（２月１日）における賞与基礎月

額の０．５月分の合計額 

② 機構全体の人件費率の状況を踏まえた

額 

③ 経常利益の２０％の額 

・法人に求められる能力実績主義を踏まえ、施

設毎の経営努力のインセンティブとして医

業収支が特に良好な病院の職員に対し年度

末賞与を支給するもので、独立行政法人にお

ける給与制度の趣旨に則って独立行政法人

へ移行する際に設けたものである。これは、

中央省庁等改革基本法（独立行政法人の職員

の給与に当該独立行政法人の業務の実績が

反映されるものであること）、独立行政法人

通則法（法人の職員の給与は職員が発揮した

能率が考慮されるものでなければならない

こと）、独立行政法人整理合理化計画（各独
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立行政法人は能力・実績主義の活用により役

職員の給与等にその業績及び勤務成績等を

一層反映させること）を踏まえた観点から適

正な手当と判断している。 

業績手当 

の業績反映 

部分 

業績手当（６月及び１２月）のうち、職員個々

の業務実績に反映する部分（業績反映部分）の

手当。 

一般 ６月期/0.70 月、１２月期/0.65 月 

役職 ６月期/0.90 月、１２月期/0.85 月 

・業績手当については、基礎的部分は国の「期

末手当」に準じているものであり、業績反映

部分は国の「勤勉手当」を踏まえたものであ

るが、業績反映部分については、個々の病院

の業績が悪い場合は、個々の病院支給総額を

その業績に応じて減額が可能な仕組みとし

ており、法人に求められる能力実績主義を踏

まえた観点から適正な手当と判断している。  

・なお、当該減額がない場合の手当（支給割合）

は国に準じた額となっている。 

特殊業務 

手当 

職務の複雑性及び困難性に基づき他の職種

に比して著しく特殊な勤務に従事する場合の

手当。 

・月額/35,400 円～4,200 円 

※ 支給額は、職務の内容又は勤務場所に応

じて規定 

・特殊業務手当は、国の時代から、職務の複雑・

困難性に基づき他の職種に比して著しく特

殊な勤務に対して支給している手当であり、

病院における職務の特殊性及び職員確保の

観点から適正な手当と判断している。 

・なお、当該手当は国の「俸給の調整額」に類

似したものであるが、平成１７年度に民間医

療機関の状況等の調査に基づき約４割減額

するとともに、業績手当（賞与）・退職手当

の基礎としない諸手当として見直したもの

であり、民間の給与を踏まえたものである。 
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③福利厚生費の状況 

法定福利費    57,753,941 千円  

（役職員一人当たり 1,039,881 円） 

法定外福利費   295,102 千円  

（役職員一人当たり 5,313 円） 

○福利厚生費の状況 

 法定外福利費については、事業運営上不可欠なものに限定し支

出を行っている。 

 （１）レクリエーション費用（0千円：廃止済） 

    平成２０年８月に文書により周知徹底を図ったところ

であり、平成２１年度以降、レクリエーション経費を支

出していない。 

（２）弔電、供花（13,736 千円） 

    平成２２年３月に厚生労働省に準じて基準を作成し、文

書により周知徹底を図った。 

 （３）健康診断等に係る費用（270,642 千円） 

・労働安全衛生法に基づく健康診断の実施について、各

施設での意識の向上等により、費用が増加することと

なった。 

・業務に伴う感染防止を目的としたワクチン接種を実施 

している。 

（４）表彰制度（10,723 千円） 

・災害活動、永年勤続表彰に係る表彰等については、同様 

の表彰を実施している厚生労働省の基準を踏まえて実 

施している。 

・ＱＣ活動奨励表彰については、業務の改善のために優秀 

な取組を行ったグループを表彰することで、ＱＣ活動の 

意欲高揚と各病院への普及を目的に実施している。 
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（ 参考資料 ）

 平成24年度 法定外福利費

 ○国立病院機構 (単位：円）

２４年度

 医療・健康費用  労働安全衛生法に基づく健康診断費 209,354,971

 医療品等購入費用（医療従事者へのワクチン接種） 52,545,705

 産業医の委嘱契約料 349,100

 休養室等の環境整備 405,238

 その他（メンタルヘルス等の相談業務、健康相談費用） 7,987,167

 慶弔関係費用  弔事に対する対応（弔電・供花） 13,736,134

 永年勤続表彰記念品 2,740,500

 その他  職場活動に対する表彰事業の実施 7,982,687

295,101,502 合　　計
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（項目３の２） 

○ 国家公務員再就職者の在籍状況 及び 

法人を一度退職した後、嘱託等で再就職した者注１の在籍状況 

  （平成 25 年 3 月末現在） 

      役  員注２ 職  員 

      常勤 非常勤 計 常勤 非常勤 計 

総  数  ５人 １０人 １５人 55,534人 12,404人 67,938人 

  
 

うち国家公務員 

再就職者 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

  
 
うち法人退職者 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

  
うち非人件費ポス

ト 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

    
うち国家公務員 

再就職者 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

    うち法人退職者 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

注１ 「法人を一度退職した後、嘱託等で再就職した者」とは、法人職員が、定年退職等

の後、嘱託職員等として再度採用されたものをいう（任期付き職員の再雇用を除く。）。 

注２ 役員には、役員待遇相当の者（参与、参事等の肩書きで年間報酬額 1,000 万円以上

の者）を含む。 

注３ 「非人件費ポスト」とは、その年間報酬が簡素で効率的な政府を実現するための行

政改革の推進に関する法律（平成 18年法律第 47号）第 53 条第 1項の規定により削減

に取り組まなければならないこととされている人件費以外から支出されているもの

（いわゆる総人件費改革の算定対象とならない人件費） 

 

④国家公務員再就職者

及び本法人職員の再就

職者の在籍ポストとそ

の理由 

一 ポストの名称：該当なし 

二 ポストの名称：該当なし 

三 理由：該当なし 

四 公募の実施状況：該当なし 
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様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人国立病院機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成24年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第2号）に基

づく国家公務員の給与の見直しに関連して、平成24年5月から、月例年俸額（平均

△0.23%）の引き下げを行った（平成24年4月の月例年俸分は、平成24年6月期の賞与

で調整）。

また、平成24年6月から平成26年3月までの間、役員の報酬について、月例年俸・賞

与等の減額（△9.77％）を実施した（平成24年4月、5月の月例年俸分は、平成24年６

月期の賞与で調整）。

平成23年度の厚生労働省独立行政法人評価委員会において、当法人の評価項目毎の評価が全項
目「Ａ」以上であったことから、役員報酬規程では、業績年俸の評価率を110/100までの増額ができる
ところ、平成23年度決算における各病院の収支状況を考慮し、併せて役員の評価を踏まえ、全役員
の業績年俸の評価率を100/100として、前年度並みとした。

国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第2号）に基

づく国家公務員の給与の見直しに関連して、平成24年5月から、月例年俸額（平均

△0.23%）の引き下げを行った（平成24年4月の月例年俸分は、平成24年6月期の賞

与で調整）。

また、平成24年6月から平成26年3月までの間、役員の報酬について、月例年俸・賞

与等の減額（△9.77％）を実施した（平成24年4月、5月の月例年俸分は、平成24年６

月期の賞与で調整）。

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

なし。

なし。

与等の減額（△9.77％）を実施した（平成24年4月、5月の月例年俸分は、平成24年６

月期の賞与で調整）。

国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第2号）に基

づく国家公務員の給与の見直しに関連して、平成24年5月から、月例年俸額（平均

△0.23%）の引き下げを行った（平成24年4月の月例年俸分は、平成24年6月期の賞

与で調整）。

また、平成24年6月から平成26年3月までの間、役員の報酬について、月例年俸・賞

与等の減額（△9.77％）を実施した（平成24年4月、5月の月例年俸分は、平成24年６

月期の賞与で調整）。
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２　役員の報酬等の支給状況

平成24年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

20,440 13,212 4,851 2,378 （地域手当） 4月1日

千円 千円 千円 千円

1,953 （地域手当）

134 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

745 （地域手当）

25 （通勤手当） 9月10日
千円 千円 千円 千円

910 （地域手当）

114 （通勤手当） 9月10日
千円 千円 千円 千円

1,655 （地域手当）

192 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

369 （地域手当）

70 （通勤手当） 6月15日
千円 千円 千円 千円

1,440 1,440

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440

千円 千円 千円 千円

1,429 （地域手当）

176 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

1,440 1,440

注 「地域 当 と 間 賃金 物価 生計費が特 高 地域 在勤す 役員 支給 も あ

前職
就任・退任の状況

役名
その他（内容）

E理事

A理事
（非常勤）

A監事
（非常勤）

法人の長

A理事

B理事

D理事

C理事

B理事
（非常勤）

A監事 12,416 7,941 2,870

4,025 2,048 1,538

3,3249,19714,369

1,7865,0577,868

6,448 1,5384,140

3,95310,85216,892

◇

◇

◇

注１：「地域手当」とは、民間の賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給しているものである。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。

退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後独立行政法人等の
退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

注３：上記の他、当法人の病院長又は副院長が本務であるため、役員報酬が支給されない非常勤理事が７人いる。

３　役員の退職手当の支給状況（平成24年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

18,782 8 0 H24.3.31 1.3

千円 年 月

13,352 7 6 H23.9.15 1.2 *

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った事由を記入
　　している。
注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。

退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後独立行政法人等の
退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

法人の長

理事A

法人での在職期間 摘　　要

監事A
（非常勤）

理事A
（非常勤）

監事A

平成23年度の退職者であるが、平
成25年1月に業績勘案率決定のた
め、平成24年度に退職手当支給。
業績勘案率は厚生労働省独立行
政法人評価委員会の決定による。

平成23年度の退職者であるが、平
成24年5月に業績勘案率決定のた
め、平成24年度に退職手当支給。
業績勘案率は厚生労働省独立行
政法人評価委員会の決定による。

15



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　① 人件費管理の基本方針

給与種目 制度の内容

賞与：業績年俸
院長及び医長以上の医師について、前年度の業務の実績を考慮の上、
80/100から120/100の範囲内で定める割合を前年度の業績年俸に乗じた
額を支給

賞与：業績手当
（業績反映部分）

常勤職員（年俸制職員を除く。）について、業績に応じて定める割合を算定
基礎額に乗じた額を支給

第２期中期計画における人事に関する計画として、「良質な医療を効率的に提供していく

ため、医師、看護師等の医療従事者数については、医療を取り巻く状況の変化に応じて柔

軟に対応する。」、「医師、看護師不足に対する確保対策を引き続き推進するとともに、離職

防止や復職支援の対策を講じる。」こととしており、当該計画に基づき、適正な人員配置に

努めるとともに業務委託についてもコスト低減に十分配慮した有効活用を図ること等により、

中期目標期間中、人件費率と委託費率を合計した率について、業務の量と質に応じた病院

運営に適正な率を目指す。

職員の給与水準は、独立行政法人通則法第57条第３項の規定に基づき、一般職の職員

の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与及び業

務の実績などを考慮して決定している。

中央省庁等改革基本法第３８条第６号の規定等に基づき、職員の業績を給与に反映して

いる。

　ウ 平成24年度における給与制度の主な改正点

基本給：昇給 常勤職員（院長を除く）の勤務成績に応じて、５段階の昇給を行う。

（業績反映部分） 基礎額に乗じた額を支給

賞与：業績手当
（年度末賞与）

当該年度の医業収支が特に良好な病院の職員に対して、職員の業績に応
じて、定める割合を算定基礎額に乗じた額を支給

○国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第2号）に基づく
国家公務員の給与の見直しに関連して、以下の措置を講ずることとした。
・基本給月額の引き下げ（平均△0.23％）［H24.5］
・臨時特例法に関連した措置［H24.9～H26.3］

・措置の内容：本部全職員（職位に応じて△9.77％～4.77％）
病院幹部職員（△9.77％）

・諸手当関係の措置の内容：
地域手当、広域異動手当（職位に応じて△9.77％～△4.77％）
役職手当（△10％）
業績手当（基礎的支給部分）、業績手当（業績反映部分）（△9.77％）
超過勤務手当等（職位に応じて△9.77％～△4.77％）

○診療情報管理職基本給表の創設［H24.4.1］
・診療情報管理士の資格を有し、専門的な診療情報管理・分析の業務に従事する職員の
基本給表を創設

○診療看護師手当の創設［H24.4.1］
・厚生労働省が実施する「看護師特定行為・業務施行事業」に基づき、医師の指示の下で
高度な判断を要する一定の医行為を行う看護師に対して、新たに診療看護師手当を創設

○国家公務員及び民間企業の従業員の給与水準等を踏まえ、適切な給与水準のあり方に
ついて検討を行った。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

38,839 38.8 5,279 3,991 65 1,288
人 歳 千円 千円 千円 千円

2,356 41.9 6,156 4,617 95 1,539
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 49.8 8,032 5,941 77 2,091
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,726 40.9 11,431 9,032 65 2,399
人 歳 千円 千円 千円 千円

25,913 37.3 4,819 3,627 55 1,192
人 歳 千円 千円 千円 千円

5,411 39.5 5,280 3,978 94 1,302
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,544 52.2 5,163 3,834 68 1,329
人 歳 千円 千円 千円 千円

397 44.2 6,706 4,966 82 1,740
人 歳 千円 千円 千円 千円

759 40.2 5,099 3,866 80 1,233
人 歳 千円 千円 千円 千円

627 37.7 3,731 2,886 60 845
人 歳 千円 千円 千円 千円

98 39.6 4,574 3,417 101 1,157

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注2：上記の「医療職種（病院医師）」については、年俸制が適用される医長以上の医師は含まれない。

注3：「教育職種（高等専門学校教員」）については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

事務・技術

うち賞与平均年齢
平成24年度の年間給与額（平均）

総額
区分 うち所定内人員

研究職種

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（医療技術職）

常勤職員

技能職種
（看護補助者等）

教育職種
（看護師等養成所教員）

福祉職種
（児童指導員等）

診療情報管理職
（診療情報管理士）

療養介助職種

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

2 － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 － － － － －

注１：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。
注２：上記の「医療職種（医療技術職）」及び「福祉職種（児童指導員等）」については、在職人員が２人以下のため
　　　当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、平均年齢以降の事項については記載しない。

人 歳 千円 千円 千円 千円

29 62.2 3,927 3,327 77 600
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

27 62.2 3,961 3,352 73 609
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 － － － － －

注１：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。
注２：上記の「事務・技術」及び「医療職種（医療技術職）」については、在職人員が２人以下のため、当該個人に
　　　関する情報が特定されるおそれがあることから、平均年齢以降の事項については記載しない。

・「在外職員」、「非常勤職員」については該当する職員がいないため、表を記載していない。
・平成24年度を通じて在職し、かつ、平成25年4月1日に在職する職員（休職等により給与が減額された
者を除く）の状況である。

任期付職員

医療職種
（医療技術職）

福祉職種
（児童指導員等）

医療職種
（医療技術職）

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

再任用職員

17



　①　職種別支給状況（年俸制適用者）
人 歳 千円 千円 千円 千円

2,354 52.6 15,843 11,835 87 4,008
人 歳 千円 千円 千円 千円

117 62.1 18,963 13,069 90 5,894
人 歳 千円 千円 千円 千円

2,237 52.1 15,680 11,770 87 3,910

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注2：「在外職員」、「非常勤職員」については、該当する職員がいないため、表を記載していない。

注3：平成24年度を通じて在職し、かつ、平成25年4月1日に在職する職員（休職等により給与が減額された
　　　者を除く）の状況である。

注4：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

常勤職員

院長

医療職種
（病院医師）
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②

（事務・技術職員）

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

 ・本部課長 28 49.9 8,501 8,961 9,339

  ・本部係員 52 27.7 3,366 3,559 3,815

 ・地方係長 1,148 42.3 4,947 6,073 7,276

（研究職員）

年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護師））〔在外職員、任期付職員及び再任
用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢 平均
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2,000 
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6,000 

7,000 
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２０－２３歳２４－２７歳２８－３１歳３２－３５歳３６－３９歳４０－４３歳４４－４７歳４８－５１歳５２－５５歳５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人
千円

年 給与 分布状 （ 究職員） 人
千円

注：各年齢バンドの該当者が４人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均給与額及び

　　第１・第３四分位については表示していない。

（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

 ・研究室長 5 51.7 7,729 8,265 8,756

 ・研究員 2 － － － －

注1：本法人には、本部課長相当職が置かれていないため、原則として「本部課長」を掲げるところ、代わりに「研究室長」を
　代表的に職位として掲げた。、また、「主任研究員」に該当する職員は存在しないため、表示していない。

注2：研究員の在職人員が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び年間
　給与の平均額については記載しない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢 平均
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２０－２３歳２４－２７歳２８－３１歳３２－３５歳３６－３９歳４０－４３歳４４－４７歳４８－５１歳５２－５５歳５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（研究職員） 人
千円
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（医療職員（病院医師））

（医療職員（病院医師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

 ・診療科長 1,516 50.2 14,065 14,918 15,760

 ・医師 1,726 40.9 10,469 11,365 12,419

（医療職員（病院看護師））

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢 平均
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２０－２３歳２４－２７歳２８－３１歳３２－３５歳３６－３９歳４０－４３歳４４－４７歳４８－５１歳５２－５５歳５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（医療職員（病院医師）） 人
千円

5000

6000

6,000 

7,000 
年間給与の分布状況（医療職員（病院看護師）） 人

千円

（医療職員（病院看護師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

 ・看護師長 1,662 49.0 6,543 6,895 7,323

 ・看護師 20,884 35.1 3,842 4,472 5,121

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢 平均
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人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額
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（事務・技術職員）

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級

標準的 一般職員 係長 班長（地方） 課長（地方） 事務長 事務部長 事務部長 事務部長

な職位 主査（本部） 係長（本部） 専門職（本部） 課長 課長（本部） 部長（本部） 部長（本部）
人 人 人 人 人 人 人 人 人

2,356 627 754 485 75 309 95 9 2

（割合） ( 26.6% ) ( 32.0% ) ( 20.6% ) ( 3.2% ) ( 13.1% ) ( 4.0% ) ( 0.4% ) ( 0.1% )
歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

59 59 59 53 59 59 59

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

20 26 37 42 35 51 53
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,973 5,567 6,883 7,420 7,978 8,239 7,853
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

1,788 2,549 3,614 5,085 5,379 5,787 6,241
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,647 7,310 8,921 9,388 10,200 11,171 10,965

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

2,414 3,427 4,978 6,729 7,290 8,112 9,122

注：8級の該当者が2人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、「年齢（最高～最低）」以下の

　事項については記載しない。

（研究職員）

区分 計 1級 2級 3級

標準的

な職位
人 人 人 人

8 2 5 1

（割合） ( 25.0% ) ( 62.5% ) ( 12.5% )
歳 歳 歳

58

～

44
千円 千円 千円

6,650

～

5 298

 職級別在職状況等（平成２５年４月１日現在）（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護師））

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給与
年額(最高～

最低)

年間給与額
(最高～最低)

研究員 研究室長 研究部長

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給与
年額(最高～

最低)

③

5,298
千円 千円 千円

9,019

～

7,221

注：1級及び3級の該当者が2人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、「年齢（最高～最低）」以下の

　事項については記載しない。

（医療職員（病院医師））

区分 計 医療職（一）

標準的

な職位
人 人

1,726 1,726

（割合） ( 100.0% )
歳

63

～

28
千円

11,785

～

6,060
千円

14,405

～

7,496

年間給与額
(最高～最低)

一般医師

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給与
年額(最高～

最低)

年間給与額
(最高～最低)
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（医療職員（病院医師（年俸制職員）））

区分 計 副院長等年俸1級 副院長等年俸2級

標準的

な職位
人 人 人

2,237 1,913 324

（割合） ( 85.5% ) ( 14.5% )
歳 歳

67 67

～ ～

32 41
千円 千円

14,163 15,660

～ ～

7,462 10,090
千円 千円

19,890 21,363

～ ～
9,493 13,227

（医療職員（病院看護師））

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

標準的 助産師 副看護部長 看護部長
な職位 看護師 副総看護師長 総看護師長

人 人 人 人 人 人 人 人

25,913 673 21,192 2,180 1,579 169 88 32

（割合） ( 2.6% ) ( 81.8% ) ( 8.4% ) ( 6.1% ) ( 0.7% ) ( 0.3% ) ( 0.1% )
歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

59 59 59 59 59 59 59

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

24 22 28 31 44 49 54
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,540 5,498 5,661 6,744 6,949 7,018 7,525

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

2,391 2,269 2,846 3,528 5,221 5,359 5,717
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

5,940 7,002 7,412 8,867 8,981 9,263 10,346

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

3,077 3,011 3,944 4,823 7,028 7,502 8,209

部長
医長

副院長
統括診療部長
臨床研究ｾﾝﾀｰ長
臨床研究部長

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給与
年額(最高～

最低)

年間給与額
(最高～最低)

准看護師 副看護師長 看護師長 看護部長

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給与
年額(最高～

最低)

年間給与額
(最高～最低)
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（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

54.6 52.8 53.6
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.4 47.2 46.4

％ ％ ％

         最高～最低 55.3～32.6 58.3～30.1 54.6～32.2
％ ％ ％

62.5 60.3 61.3
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.5 39.7 38.7

％ ％ ％

         最高～最低 52.0～31.5 52.0～28.8 48.6～30.6

（研究職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

51.5 49.9 50.6
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 48.5 50.1 49.4

％ ％ ％

         最高～最低 51.2～45.1 55.6～41.7 53.6～43.4
％ ％ ％

63.2 52.0 56.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 36.8 48.0 43.2

％ ％ ％

         最高～最低 37.4～36.0 51.1～45.2 45.0～41.8

（病院職員（病院医師））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

1.4 1.2 1.3
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 98.6 98.8 98.7

賞与（平成24年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護師））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

④

％ ％ ％

         最高～最低 100.0～34.8 100.0～31.3 100.0～33.2
％ ％ ％

61.6 57.6 59.4
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 38.4 42.4 40.6

％ ％ ％

         最高～最低 50.4～33.8 51.8～30.5 49.9～32.2

注：管理職員には、一般医師が平成24年度内または平成25年4月1日昇任により副院長等年俸制になった職員が含まれている。

（医療職員（病院看護師））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

54.1 51.8 52.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.9 48.2 47.2

％ ％ ％

         最高～最低 55.3～33.9 59.5～30.3 57.4～32.4
％ ％ ％

62.5 59.2 60.7
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.5 40.8 39.3

％ ％ ％

         最高～最低 46.8～31.6 56.7～28.6 51.6～30.2

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）
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⑤

（事務・技能職）
対国家公務員（行政職（一）） 106.3

対他法人 99.9

（研究職員）
対国家公務員（研究職） 91.1

対他法人 91.3

（医療職員（病院医師））
対国家公務員（医療職（一）） 117.0

対他法人

（医療職員（病院看護師））
対国家公務員（医療職（三）） 106.0

対他法人

　　において算出

給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案 112.5
参考 学歴勘案 107.3

地域・学歴勘案 112.8

　　とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院

項目 内容

対国家公務員　　106.3

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

①　国家公務員の給与減額支給措置について（平成２３年６月閣議決定）への対応については、本部の全職員及び
病院の幹部職員を対象として国に勤務する職員と同様に給与引下げ（職位に応じて平均△7.8%）を実施しているとこ
ろであるが、医師や看護師等の人材確保が困難となっている状況において、適切な医療水準を確保する必要がある
ことから全ての職員を対象とすることは困難であり、そのため、国に比べて給与水準が高くなっている。

②　当法人が全国に展開する法人であるため、それに伴う異動により住居手当や広域異動手当、単身赴任手当の受
給者が国より高いこと。また、病院事業の特性から各病院内の職場ごとに管理する職員を配置する必要があることか
ら、管理職に支給する役職手当の支給対象割合が多いため、国に比べて給与水準が高くなっている。
　（国の住居手当対象人員割合15.7％、当法人の住居手当対象人員割合38.5%）
　（国の単身赴任手当対象人員割合8.2％、当法人の単身赴任手当対象人員割合17.5%）
　（国の広域異動手当対象人員割合11.8％、当法人の広域異動手当対象人員割合22.6%）
　（国の俸給の特別調整額対象人員割合17.0%　当法人の役職手当対象人員割合41.9%）

指数の状況

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職
員（病院看護師）)

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、すべての独立行政法人を一つの法人

【主務大臣の検証結果】
　平成23年度の数値は年齢勘案で国家公務員の水準を下回っており、平成24年度においては、給与水準を引き上
げるような給与・手当制度の見直しはされておらず、公務員の給与特例措置への対応を勘案すれば、公務員の水準
を大きく上回っているとは考えられないことから、引き続き適正な取組を行っていただきたい。

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　3.2％
　（国からの財政支出額　298億円、支出予算の総額　9,443億円：平成24年度予算）

【検証結果】
　機構に対する国からの財政支出は上記のとおり受けているところであるが、事務・技術職員が勤務する病院の運営
については、すべて事業収益（医業等収入）で賄われ、運営費交付金等国からの財政支援は含まれていない。このた
め、給与水準が高いことが直ちに国の財政支出の増加につながるものではないが、引き続き独立行政法人として、国
の給与水準を考慮する必要があると考える。
　また、当法人の事務職員の基本給及び諸手当の制度並びにその水準については、国の一般職給与法に準じてい
ながら、独法移行時に独自な取り組みとして、中高年齢層の一般職員の給与カーブをフラット化するなどの措置を講
じたところである。
　なお、平均給与額の推移は、前年度比で△0.3％となっており、給与水準の適正化には努めているところである。

【累積欠損額について】
　累積欠損額42,109,899,186円（平成23年度決算）

【検証結果】
　従来、整理資源負担金（恩給期間がある退職公務員の退職共済年金に係る財源割当）については運営費交付金を
財源として支出していたが、平成24年度より医業収益を財源として支出することとなった。これにより、引当外であった
当該負担額140,378百万円を退職給付引当金に含めて計上するとともに、同額を臨時損失として計上することとなっ
たものである。当該臨時損失は国の政策の影響による一過性のものであり、また、本業である診療業務収益は良好で
あり、平成23年度の経常利益は 458億円となっている。このように、国に比べて給与水準が高いことが欠損金を増加さ
せることにつながるものではないと考える。

講ずる措置

　引き続き、一般職給与法適用の国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与及び業務の実績などを考慮し適切
に対応していく。

　平成25年度における対国家公務員指数は、平成24年度とほぼ同様に、年齢勘案 106.3、年齢・地域・学歴勘案
112.8となることが見込まれる。一般職給与法の国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与及び業務実績などを
総合的に勘案しながら、平成25年度（平成26年度公表）を目途に、対国家公務員指数が年齢勘案で概ね106になるよ
う適正な給与水準に向けて検討していく。

（参考）
・支出総額に占める役職員の給与、報酬等支給総額の割合　35.7%
　　支出総額　9,610億円
　　役職員の給与・報酬等支給額　3,426億円
・事務・技術職員における管理職の割合　41.9％
・事務・技術職員における大卒以上の高学歴者の割合　41.9％
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○研究職員

地域勘案 95.9
参考 学歴勘案 90.6

地域・学歴勘案 94.3

　引き続き、一般職給与法適用の国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与及び業務の実績などを考慮し適切
に対応していく。

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　91.1

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

 【主務大臣の検証結果】
　国家公務員より低い水準であり、適切な取組の結果と考えられる。

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　3.2％
　（国からの財政支出額　298億円、支出予算の総額　9,443億円：平成24年度予算）

【検証結果】
　当法人の研究職員の基本給及び諸手当の制度については、国の一般職給与法に準じているところであり、適切な
ものと判断する。

【累積欠損額について】
　累積欠損額42,109,899,186円（平成23年度決算）

【検証結果】
　従来、整理資源負担金（恩給期間がある退職公務員の退職共済年金に係る財源割当）については運営費交付金を
財源として支出していたが、平成24年度より医業収益を財源として支出することとなった。これにより、引当外であった
当該負担額140,378百万円を退職給付引当金に含めて計上するとともに、同額を臨時損失として計上することとなっ
たものである。当該臨時損失は国の政策の影響による一過性のものであり、また、本業である診療業務収益は良好で
あり、平成23年度の経常利益は 458億円となっている。

講ずる措置
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○病院医師

地域勘案 114.7
参考 学歴勘案 117.0

地域・学歴勘案 114.7

内容

指数の状況

対国家公務員　　117.0

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

①　国の病院医師に対する初任給調整手当においては、医師確保が困難な地方の手当額がより高くなる制度となっ
ており、当機構においてもほぼ準ずる制度（医師手当）を導入しているところであるが、当機構においては、地方に勤
務する職員の割合が国よりも高いこと。
　　 （地域手当1～3級地の人員構成　　国：24.1%、機構：14.3%）
　　 （地域手当非支給地の人員構成　　国：31.0%、機構：43.5%）
　　 　注）国の地域手当支給地別人員構成は、平成24年国家公務員給与等実態調査（医療職（一））の公表
　　　　　データより算出
②　医長以上の医師への年俸制において、前年度の診療によって得られた収入の一定割合等を原資とし、勤務成績
が良好な医師については、各年度に支給する業績年俸（賞与）を前年度の額の最大1.2倍まで増額できる仕組みを導
入していること。
　また、医長以上の医師については、病院における管理職として、国の俸給の特別調整額に準じた役職手当の支給
対象としていること。

【主務大臣の検証結果】
   医師の確保は、医療の質の向上、安全の確保等に不可欠であり、また、病院経営上においても、医業収益等の確
保にかかる基本的かつ重要な事項であるため、医師の給与水準については、特に配慮すべきと考えられる。
　一方、可能な部分については、医師の確保状況等を考慮した上で、より適正な給与水準の在り方について、今後も
必要な検討を進めていただきたい。

【国からの財政支出について】
　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　3.2％
　（国からの財政支出額　298億円、支出予算の総額　9,443億円：平成24年度予算）

【検証結果】
　医師の確保は、当法人の主たる事業かつ目的である医療の提供に不可欠であり、また、経営上においても全収益
の約９割を占める医業収益にかかる基本的かつ重要な事項であることから、全国的な医師確保が厳しい情勢を踏まえ
ると、医師の処遇の改善が法人の運営上の重要課題の一つとなっている。処遇改善への給与面の対応として、基本
給等の引下げの見送り、年俸制による勤務成績の反映など、漸次改善を進めているものであり、適切な対応であると
考えている。
　また、他の設置主体の病院給与を示す資料は次のとおりであり、国立(国、当法人、労働者健康福祉機構を含み、国
立大学法人は含まれない。)と公立（都道府県・市町村立）・医療法人の給与水準と比較した場合に、公立病院や民間
病院を下回っているところである。

○　直近の医療経済実態調査結果（平成23年6月調査）職種別常勤職員１人当たり平均給料月額等より、一般病院
医師の年収を推計
　 国立　1,469万円（100.0）、公立　1,540万円（104.9）、医療法人　1,550万円（105.5）

【累積欠損額について】
　累積欠損額42,109,899,186円（平成23年度決算）

【検証結果】
　従来、整理資源負担金（恩給期間がある退職公務員の退職共済年金に係る財源割当）については運営費交付金を
財源として支出していたが、平成24年度より医業収益を財源として支出することとなった。これにより、引当外であった
当該負担額140 378百万円を退職給付引当金に含めて計上するとともに 同額を臨時損失として計上することとな

　給与水準の適切性の
　検証

項目

当該負担額140,378百万円を退職給付引当金に含めて計上するとともに、同額を臨時損失として計上することとなっ
たものである。当該臨時損失は国の政策の影響による一過性のものであり、また、本業である診療業務収益は良好で
あり、平成23年度の経常利益は 458億円となっている。このように、国に比べて給与水準が高いことが欠損金を増加さ
せることにつながるものではないと考える。

講ずる措置

　引き続き、国家公務員の医師の給与、公立・民間医療機関の医師の給与、当法人の医師確保の状況や医師が確保
できない場合に法人の事業運営に与える影響を総合的に考慮して、適切に対応していく。

　平成25年度における対国家公務員指数は、平成24年度とほぼ同様に、年齢勘案 117.0、年齢・地域・学歴勘案
114.7となることが見込まれる。しかし、上述のとおり、国立と公立・医療法人の給与水準と比較した場合に、公立病院
や民間病院を下回っているところであり、公立・医療法人の病院医師の給与体系を総合的に勘案しながら、平成25年
度（平成26年度公表）を目途に、対国家公務員指数が年齢勘案で概ね117になるよう適正な給与水準に向けて検討し
ていく。

（参考）
・支出総額に占める役職員の給与、報酬等支給総額の割合　35.7%
　　支出総額　9,610億円
　　役職員の給与・報酬等支給額　3,426億円
・病院医師における管理職（医長以上）の割合　56.4％
・病院医師における大卒以上の高学歴者の割合　100％
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○病院看護師

地域勘案 105.9
参考 学歴勘案 105.3

地域・学歴勘案 105.2

　引き続き、国家公務員の看護師の給与、民間医療機関の看護師の給与、当法人の看護師確保の状況や確保でき
ない場合に法人の事業運営に与える影響を総合的に考慮して、適切に対応していく。

　平成25年度における対国家公務員指数は、平成24年度とほぼ同様に、年齢勘案 106.0、年齢・地域・学歴勘案
105.2となることが見込まれる。国家公務員の看護師の給与、民間医療機関の看護師の給与、当法人の看護師確保
の状況や確保できない場合に法人の事業運営に与える影響を総合的に勘案しながら、平成25年度（平成26年度公
表）を目途に、対国家公務員指数が年齢勘案で概ね106になるよう適正な給与水準に向けて検討していく。

（参考）

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　106.0

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

①　国家公務員の給与減額支給措置について（平成２３年６月閣議決定）への対応については、本部の全職員及び
病院の幹部職員を対象として国に勤務する職員と同様に給与引下げ（職位に応じて平均△7.8%）を実施しているとこ
ろであるが、医師や看護師等の人材確保が困難となっている状況において、適切な医療水準を確保する必要がある
ことから全ての職員を対象とすることは困難であり、そのため、国に比べて給与水準が高くなっている。

 【主務大臣の検証結果】
　平成23年度の数値は年齢勘案で国家公務員の水準を下回っており、平成24年度においては、給与水準を引き上
げるような給与・手当制度の見直しはされておらず、公務員の給与特例措置への対応を勘案すれば、公務員の水準
を大きく上回っているとは考えられないことから、引き続き適正な取組を行っていただきたい。

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　3.2％
　（国からの財政支出額　298億円、支出予算の総額　9,443億円：平成24年度予算）

【検証結果】
　当法人の看護師の給与については、民間給与の水準を考慮して、独法移行時に中高年齢層の一般看護師の給与
カーブのフラット化、基本給の調整額の廃止による特殊業務手当の創設による水準の引下げなど適切な対応を行っ
てきたところであるが、看護師の確保については、医師と同様に厳しい状況にある。

【累積欠損額について】
　累積欠損額42,109,899,186円（平成23年度決算）

【検証結果】
　従来、整理資源負担金（恩給期間がある退職公務員の退職共済年金に係る財源割当）については運営費交付金を
財源として支出していたが、平成24年度より医業収益を財源として支出することとなった。これにより、引当外であった
当該負担額140,378百万円を退職給付引当金に含めて計上するとともに、同額を臨時損失として計上することとなっ
たものである。当該臨時損失は国の政策の影響による一過性のものであり、また、本業である診療業務収益は良好で
あり、平成23年度の経常利益は 458億円となっている。このように、国に比べて給与水準が高いことが欠損金を増加さ
せることにつながるものではないと考える。

講ずる措置

○比較対象職員の状況

・医療職種（病院医師）

　年俸制適用者以外に係る①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の1,726人及び年俸制適用者に係る①表（同）の常勤職員欄の

　医療職種（病院医師）　2,237人　　計 3,963人

　3,963人の平均年齢 47.2歳、平均年間給与額 13,829千円

（参考）
・支出総額に占める役職員の給与、報酬等支給総額の割合　35.7%
　　支出総額　9,610億円
　　役職員の給与・報酬等支給額　3,426億円
・病院看護師における管理職の割合　7.7％
・病院看護師における大卒以上の高学歴者の割合　8.9％
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成24年度）

前年度
（平成23年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注：端数処理の影響で最広義人件費が上４区分の合計と一致しない場合がある。

総人件費について参考となる事項

①人件費の主な増減要因等

　　（人件費率＋委託費率）　 ※(人件費＋委託費)（／医業収益）
平成２３年度決算　５５．８％　→　平成２４年度決算　５５．３％

　○給与、報酬等支給総額の主な増減要因

・ 技能職職員の不補充によるもの

・ 非効率病棟の整理・集約、事務職員の削減等によるもの

・ 障害者自立支援法、心神喪失者等医療観察法等の他の設置主体では代替困難な医療の体制整備によるもの

・

・ 医師不足の解消及び地域医療との連携強化のための体制整備によるもの

○最広義人件費の主な増減要因

　第２期国立病院機構中期計画（平成２１～２５年度）において、人件費率等について『人事に関する計画に基づき、医療の
高度化や各種施策などにも留意しつつ、適正な人員の配置に努めるとともに、業務委託についてもコスト低減に十分配慮した
有効活用を図ること等により、中期目標の期間中、人件費率と委託費率を合計した率について、業務の量と質に応じた病院運
営に適正な率を目指す。』とされている。

人件費が増加する一方で、人件費率等を抑えられていることは、当法人の経営努力によって、増加した人件費を大きく上回る自
己収入を得たことを示している。

地域医療計画を踏まえた救命救急、周産期医療等への対応や政策医療の推進への対応、医療サービスの質の向上、医療安全
の確保及び患者の処遇改善等のための体制整備によるもの

8,311,282 2.5% 23,346,185 7.3%

20,650,114 876,176 4.2% 1,311,533

区　　分 比較増△減
中期目標期間開始時（平成21年
度）からの増△減

給与、報酬等支給総額
342,560,240 334,248,958

6.5%

非常勤役職員等給与
37,288,847 33,615,589 3,673,258 10.9% 9,459,875 34.0%

退職手当支給額
21,526,290

最広義人件費
459,461,741

△ 1,735,735

457,398,692

福利厚生費
58,086,364 68,884,030 △2.9%

2,063,049 0.5% 32,381,858 7.6%

△ 10,797,666 △15.7%

　○最広義人件費の主な増減要因

・

・ 非常勤職員の給与支給額の増加によるもの

・ 医師等を臨時に招聘するための謝金の増加によるもの

・ 給与、報酬等支給総額の増に伴う共済組合負担金等の事業主負担分の増によるもの

　○給与減額支給措置に関係する削減の取組の状況

平成24年6月から平成26年3月までの間、月例年俸・賞与等の減額（△9.77％）を実施している。

（平成24年4月、5月の月例年俸分は、平成24年6月期の賞与で調整）

平成24年9月から本部の全職員及び病院の幹部職員を対象に基本給月額や賞与等について職位に応じて平均△7.8%の

減額を実施している。

（単位：千円）

医療職種（院長、病院医師）

職種

計

役員

研究職種（任期付）

事務・技術

医療職種（病院看護師）

医療職種（医療技術職）

国家公務員共済年金にかかる整理資源負担金について、２３年度に将来負担額を一括で退職給付引当金に含めて費用計上し
たことにより、２４年度以降は当該負担金の費用が発生しなくなったことによるもの

△ 277,151

削減額

△ 582,708

△ 8,866

△ 1,135

△ 156,101

△ 70,234

△ 69,221

（役員）

（削減額）

（職員）
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・平成25年1月1日～9月30日 100分の97.35

・平成25年10月1日～平成26年6月30日 100分の91.35

・平成26年7月1日～ 100分の86.5

　国家公務員退職手当法が直接適用

（単位：千円）

　ⅰ）主務大臣が中期目標において示した人件費削減の取組に関する事項

職種

計

診療情報管理職（診療情報管理士）

療養介助職種

福祉職種（児童指導員等）

研究職種

技能職種（看護補助者等）

教育職種（看護師等養成所教員）

△ 95,461

△ 72,265

△ 353,371

事務・技術

医療職種（病院看護師）

医療職種（医療技術職）

医療職種（院長、病院医師）

△ 20,019

△ 1,367

△ 8,682

△ 110,604

△ 120,955

削減額概算

　総人件費については、医療サービスの質の向上、患者の処遇の改善等にも留意しつつ、簡素で効率的な政府を実現するため
の行政改革の推進に関する法律（平成１８年法律第４７号）等に基づく平成１８年度からの５年間で５％以上を基本とする削減につ
いて、引き続き着実に取り組むとともに「経済財政運営と構造改革に関する基本指針２００６」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づ
き、人件費改革の取組を平成２３年度まで継続すること。その際、併せて、医療法（昭和２３年法律第２０３号）及び診療報酬上の人
員基準に沿った対応を行うことはもとより、国の制度の創設や改正に伴う人材確保も含めた政策医療推進のための対応や医療安
全を確保するための適切な取組を進めること。
　あわせて、給与水準について、以下のような観点からの検証を行い、これを踏まえた適正化に取り組むとともに、その検証結果や
取組状況については公表すること。
①　国からの財政支出の大きさ、類似の業務を行っている民間事業者の給与水準等に照らし、現状の給与水準が適切かどうか
　十分な説明ができるか。
② その他、給与水準についての説明が十分に国民の理解の得られるものとなっているか。

　○「国家公務員の退職手当の支給水準引き下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）に基づき、法人において講じた措置に関係する
削減の取組の状況

国家公務員の退職手当の支給水準の引き下げに準じて、現行の規程により計算した退職手当の額に以下の率を乗じて得た額と
しており、平成25年1月1日より実施 している。

（役員）

（職員）

（削減額概算）

△ 783,185

△ 54

②簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律、行政改革の重要方針（平成17年12月24日閣議決定）によ
る人件費削減の取組の状況

△ 407

②　その他、給与水準についての説明が十分に国民の理解の得られるものとなっているか。
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基準年度
（平成17年度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

平成23
年度

平成24
年度

304,525,998 305,957,856 312,968,784 314,203,948 319,214,055 326,958,545 334,096,380 342,560,240

0.5 2.8 3.2 4.8 7.4 9.7 12.5

0.5 2.1 2.5 6.5 10.6 13.1 15.9

（注1）

（注2）

（注3）

（注4）

　[平成２３年度業務実績の評価結果]

　「総人件費改革の取組として、技能職の退職不補充、非効率病棟の整理・集約、事務職の削減、給与カーブの変更・調整額の廃止など
を行い、平成１８年度から平成２３年度までの削減額３００億円（９．８５％）については高く評価できる。
　他方、増額は６６７億円であり、総人件費改革の基準値である平成１７年度の人件費と比すると３６７億円増となり、「簡素で効率的な政府
を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成１８年法律第４７号）等による削減率を達成していないものの、人件費率と委託費
率を合わせた率（対医業収益）５５ ８％は 平成１７年度決算（５７ ８％）に比べて２ ０ポイント低下している

　経営改善及び効率的配置の観点から、技能職の退職後不補充並びに非常勤職員への切替及びアウトソーシング化、非効率となっている
病棟の整理・集約により収益に見合った職員配置とした。（人件費の削減額△３１億円）
　一方で、障害者自立支援法に基づく重症心身障害者病棟等における療養介護事業等国の制度の創設や改正及び心神喪失者等医療観
察法に基づく専門病棟の運営に伴う人材確保、地域医療計画を踏まえた救急医療、周産期医療等への対応や政策医療の推進への対応に
伴う人材確保の他、医療サービスの質の向上、医療安全の確保及び患者の処遇の改善等にも留意しつつ、必要な人材確保を行った。（政
策的人件費の増加額約１１５億円）
　その結果、常勤職員の人件費は前年度と比較して約８５億円の増となっている。
　引き続き、技能職の退職後不補充並びに非常勤職員への切替及びアウトソーシング化、非効率となっている病棟の整理・集約により人件
費削減を図っていくとともに、患者の目線に立った良質な医療を提供し、国立病院機構に求められる役割を着実に果たすために必要な人材
確保を行っていく。

　また、平成２３年度の「業務実績の評価結果」において、厚生労働省独立行政法人評価委員会からは、総人件費改革の取組について、次
の意見・評価を受けている。

人件費削減率（補正値）
（％）

　ⅱ）上記ⅰ)の進ちょく状況

　「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人事院勧告を踏まえた官民の給与較差
に基づく給与改定分を除いた削減率である。
なお、人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分は、行政職（一）職員の年間平均給与の増減率を使用し、平成18年度
は０％、平成19年度は0.7％、平成20年度は０％、平成21年度は▲2.4％、平成22年度は▲1.5％、平成23年度は▲0.23％、平成24年度
は０％となっている。

　平成23年度の給与、報酬等支給総額の実績は、平成24年6月期の業績手当等において人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基
づく給与改定分を調整した額（152,578千円）を除いて算出している。

　注１の「人件費削減率（補正値）」を用いずに、国立病院機構の実態に応じて国の給与改定に沿って補正値を算出した場合は、国立病
院機構の平成23年度における総人件費改革の対象となる人件費は、341,199百万円となり、総人件費改革の基準値である平成17年度の
人件費304,526百万円と比較すると36,673百万円の増となり、最終的な総人件費の増は、約12.0％となる。

　平成24年度の「給与、報酬等支給総額」について、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第2号）に基
づく国家公務員の給与見直しに関連して、当法人が講じた措置の影響を除いた額は343,139百万円となり、人件費削減率（補正値）は
16.1％となっている。

年　　　度

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率
（％）

Ⅳ 法人が必要と認める事項

率を合わせた率（対医業収益）５５．８％は、平成１７年度決算（５７．８％）に比べて２．０ポイント低下している。
　また、他の設置主体では代替困難な心神喪失者等医療観察法等に基づく医療体制の整備、医療計画を踏まえた救急医療など政策医
療推進のための対応や医師不足解消に向けた取組によるものであり、国立病院機構の役割を果たしていくためには必要な措置と認めら
れる。
　今後とも適正な人件費管理を行っていくことは必要であるが、医療現場を巡る昨今の厳しい状況のなかで、患者の目線に立った安全か
つ良質な医療を提供し、国立病院機構に求められる役割を着実に果たしていくためには、引き続き医師、看護師等の人材確保が必要で
あるとともに、事務職やコメディカルの配置抑制が既に限界に達していることも踏まえると、医療現場に対して、独立行政法人に対する一律
の人件費抑制が課されることのないよう強く望む。

　「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成２４年８月７日閣議決定）に基づき、平成２５年１月１日から以下の措
置を講じることとした。
　・役職員の退職手当について、平成25年1月1日より以下のとおり実施。
　　　役員に関する講じた措置の概要：退職手当計算式に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成25年１月1日～9月30日 100分の97.35
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成25年10月1日～平成26年6月30日 100分の91.35
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年7月1日～ 100分の86.35
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を乗じて算出。
　　　職員に関する講じた措置の概要：国家公務員退職手当法が直接適用。

　平成24年度の総人件費は平成17年度比12.5（補正値15.9）％増である。
　この理由は、他の設置主体に比べて手薄な人員配置になっている状況の中で、心神喪失者医療観察法や障害者自立支援法等への対応
など、他の設置主体では代替困難な医療体制の整備や、救命救急センター、ＩＣＵ、ＨＣＵの整備、周産期医療に対応する看護体制の強化
などを行う必要性があり、診療部門で医師及び看護師を増員したためと考えられる。なお、病院事業では、大幅な収支改善（平成24年度医
業収支は５６０億円の黒字）となっている。
　一方、医療職以外の事務・技能職員の人件費については、同27.5（補正値24.1）％減であり、効率化の努力も行われている。
　今後とも、上記のような民間の医療機関では必ずしも提供されないおそれがある医療の提供や救急医療等の地域医療への貢献のために
必要な医療の体制整備の取組が着実に行われていること等について、十分な説明責任を果たしていただき、より一層の効率的な運営の促
進を図っていただきたい。

【主務大臣の検証結果】
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（項目４） 

事業費の冗費の点検 
（委員長通知別添二関係） 

 

事業費項目 点検状況 
１年間実施した場合の

削減効果額 
（単位：千円） 

①庁費の執行状

況の点検 

国立病院機構は診療収入を財源とした独立採算型の法人であり、各

病院が経営状況に応じて執行計画を策定・実施している。 

なお、庁費の第４四半期の支出が他の四半期に比べ多い状況にある

のは、国立病院機構における庁費の類に相当する費用の約４割

（40.1%）を占める水道光熱費が寒期に膨らむことのほか、各病院で

当年度の決算見込を踏まえ、患者の QOLの向上を図るための設備（ベ

ッド、病室用家具等）の更新・増設などを行っていること、特に、平

成 25年 4月の岩国医療センターの新築移転、25年 5月の四国こども

とおとなの医療センターの開院に伴う設備等の新規調達を行ってい

ることが原因である。  

②旅費の執行状

況の点検 

国立病院機構は診療収入を財源とした独立採算型の法人であり、各

病院が経営状況に応じて執行計画を策定・実施している。 

なお、旅費の支出については、第４四半期は他の四半期に比べ尐な

い状況にあり、本部又はブロック事務所が実施する各病院への内部監

査において、旅費規程に則った適切な執行が行われていることを確認

しているところである。 

海外出張における支度料の取り扱いについては、「旅費業務に関す

る標準マニュアル（２００８年１１月各府省等申し合わせ）」に則り、

平成２２年５月に各病院に対し通知しているところである。 

③給与振込経費

の削減 

国と同様に原則、一人一口座としている。但し、職

員の実情（単身赴任等の理由により職員とその家族が

別居している状態）に応じて、二口座を認めている。 

※二口座の職員は、平成２５年３月末現在で３人 

－ 千円 

④その他コスト

削減について検

討したもの 

病院ごとに冗費の削減等、コスト削減に取り組んで

いる。 

・法人所有車数の台数等の見直し 

・光熱水料等に関する契約の見直し 

・電話料金に関する契約の見直し 

・複写機等に関する契約の見直し 

・備品・消耗品等の見直し      など 

2,275 

千円 

※ 削減効果額とは、各項目について行った見直しを平成 24年度当初から実施したと仮定した場合におけ

る平成 24年度の実績額（推計）が、平成 23年度の実績額からどれだけ削減したかを示すものである。 
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（項目５） 

契   約 

（委員長通知別添二関係） 
 

①契約監視委員会か

らの主な指摘事項 

【一者応札・一者応募に関する指摘事項（例）】 

 ・一般廃棄物収集運搬業務委託契約 

  複数者から参考見積を徴取すること。なお、徴取できなかっ

た場合は、その実施過程（日付、対応者、相手方等）を記録し、

保存すること。 

【落札率１００％に関する指摘事項（例）】 

 ・磁気共鳴断層装置保守点検契約 

前回価格が最も有利であるということから予定価格を決定し

ているが、努力率を加味するなどし、かつ１円単位まで価格を

設定すること。 

 

②契約監視委員会以

外の契約審査体制と

その活動状況 

・内部牽制強化の観点から、直接契約に関与しない職員で構成さ

れる契約審査委員会を各病院に設置して、一定金額以上の契約

について、契約方式や仕様書の内容等の審査を行っている。そ

の審査内容については、各病院の経理責任者（院長）へ意見具

申を行い、経理責任者は必要に応じて契約方式等の見直しを実

施している。 

・なお、平成２４年度においても、随意契約については、尐額随

意契約基準を超える全ての契約を、引き続き契約審査委員会に

おける審査対象とした。 

・また、内部監査において、これらの実行状況について監査する

とともに、契約事務に関して一層の適正性を担保するため、監

事と連携したいわゆる抜打監査を実施し、国民から疑念を持た

れることのないよう契約事務の遂行に努めた。 

・再委託については、従来より一括再委託は禁止、一部再委託は

承認を必要としていたところであり、「公共調達の適正化につい

て（厚生労働大臣依頼）」を踏まえ、再委託割合が50%未満の場

合のみ、承認できるものとして各病院に周知徹底している。 

 

 

 

32



 

 

 

③「随意契約等見直し

計画」の進捗状況 

・平成２１年１２月２５日に設置した「契約監視委員会」を平成

２４年度においても引き続き存置のうえ、「競争性のない随意契

約」、「前回一者応札・一者応募であった契約」及び「前回落札

率１００％であった契約」の点検を実施した。また、「随意契約

等見直し計画」の達成状況についてフォローアップを行った。 

・「随意契約等見直し計画」の達成に向けて、平成２４年度に締

結する契約を「契約監視委員会」において事前点検しており、

契約の相手方が特定されるものなど、真に随意契約によらざる

を得ないものを除き、一般競争契約への移行を進めた結果、平

成２４年度実績における競争性のない随意契約の件数は計画を

下回った。 

・また、競争契約に付するもののうち前回一者応札・一者応募案

件については、「契約監視委員会」による事前点検を行い、そ

れ以外の競争契約については、「一者応札・一者応募に対する

改善方策指針」の遵守により「随意契約等見直し計画」が着実

に進捗している状況にある。 

 

［随意契約等見直し計画の達成状況］ 

（随意契約の見直し） 

・平成２０年度実績  

 競争性のない随意契約  ２，４８３件  （２６．０％） 

    ３６３億円（１５．７％） 

  契  約  全  体  ９，５５８件 

                         ２，３０９億円 

 

 

 

 

・見直し計画 

 競争性のない随意契約   １，８８３件  （２０．０％） 

    ３００億円（１３．１％） 

 

契  約  全  体   ９，４０６件   

２，２８４億円 
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・平成２３年度実績 

競争性のない随意契約  １，８３２件 （２１．０％） 

３１８億円(１１．５％） 

契  約  全  体   ８，７０６件 

                   ２，７５７億円 

          

・平成２４年度実績  

競争性のない随意契約  １，８５４件  （２１．６％） 

３４２億円（１２．４％） 

契  約  全  体   ８，６０１件 

                   ２，７６３億円 

※件数及び金額は、各年度毎に総務省へ報告している契約状況調

査に基づき算定 

※契約全体には、尐額随意契約を含まない 

 

※なお、平成２４年度実績における競争性のない随意契約には、

医薬品等の購入について、薬価改定後に共同入札を実施するまで

の間（３ヶ月）、従前の契約期間の延長を行ったもの（７７件、

１１億円）が含まれている。 

平成２４年度実績から当該医薬品等契約を除いた場合、競争性

のない随意契約の件数は平成２３年度実績を下回ることになり、

着実に進捗している。 

 

（参考）平成２４年度実績から医薬品等契約（７７件、１１億円）

を除いた場合 

 

競争性のない随意契約  １，７７７件 （２０．８％） 

３３１億円(１２．０％） 

契  約  全  体   ８，５２４件 

２，７５２億円 
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（一者応札・一者応募案件の見直し） 

・平成２０年度実績 

 一者応札・一者応募    １，９３８件   （２９．１％） 

    ２８０億円 （１５．０％） 

  競争契約            ６，６４９件 

                          １，８６４億円 

 

・平成２３年度実績   

 一者応札・一者応募        ６０９件   （  ８．９％） 

       ２０３億円 （  ８．３％） 

  競争契約           ６，８７４件 

                    ２，４３８億円 

   

・平成２４年度実績   

 一者応札・一者応募       ４６０件   （  ６．８％） 

２５８億円  （１０．７％） 

  競争契約          ６，７４７件 

                   ２，４２１億円 

 

 

④一者応札・一者応募

となった契約の改善

方策 

・契約監視委員会において、入札結果が一者応札・一者応募又は

落札率１００％となった契約についても、事後点検を行い、「一

者応札・一者応募に対する改善方策指針」に対応できていない

契約については、対応するよう個別に指導している。 

 

⑤契約に係る規程類

とその運用状況 

・「独立行政法人における契約の適正化（依頼）」（平成

２０年１１月１４日総務省行政管理局長事務連絡）において講

ずることとされている措置は全て実施済である。 

・総合評価落札方式については、政府調達の手続き等に基づ 

き、国の機関に準じて実施している。 

・平成２４年度は、「公益法人に対する支出の公表・点検の仕方」

（平成２４年６月１日行政改実行本部決定）に基づき、公益法

人に対する支出については、定期的に公表するとされたことを、

各病院に文書により指導した。 

・平成２４年度においても、一者応札・応募となった案件につい

ては、契約監視委員会において一件毎に点検を行い、改善に向
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けた取組を指導している。また、「『独立行政法人の契約状況の

点検・見直しについて』における改善状況のフォローアップに

ついて」（平成２４年９月７日総務省行政管理局長事務連絡）が

発出されたことを踏まえ、２ヵ年連続して一者応札・応募とな

った案件については一件毎に改善に向けた取組内容等を記載し

た個表を契約監視委員会で点検し、ホームページで公表するこ

ととした。 

・さらに、「予算決算及び会計令の一部を改正する政令」（平成２

５年３月２９日政令第９８号）が平成２５年４月１日から施行

されることに伴い、国立病院機構契約事務取扱細則について、

指定暴力団員等を一般競争入札に参加させることができない者

として新たに追加するなど所要の改正を行い、各病院に文書に

より通知した。 

 

 

 

 

 

 

⑥再委託している契

約の内容と再委託割

合（再委託割合が 50%

以上のもの又は随意

契約によるものを再

委託しているもの） 

・再委託割合が50%以上の契約は、該当がない。 

・随意契約によるものを再委託している契約は該当がない。 

 

⑦公益法人等との契

約の状況 

・関連公益法人は、該当がない。 
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⑧その他調達の見直

しの状況 

・平成２２年３月に「随意契約の指針」及び「一者応札・一者応

募に対する改善方策指針」を全病院に通知し、周知を図るとと

もに、入札手続き、仕様書の策定方法、予定価格の算出方法、

価格交渉の方法について、文書により周知徹底を図った。 

・更に平成２３年１２月に、契約監視委員会によるこれまでの点

検結果や指摘事項を踏まえ、複数業者からの参考見積徴取の徹

底や、契約スケジュールの一覧を作成し、事前審議漏れを防止

するなど、契約事務の一層の適正化について、周知を行った。 

・引き続き、契約監視委員会において、上記指針等に基づき、「競

争性のない随意契約」、「前回一者応札・一者応募であ った契

約」及び「前回落札率１００％であった契約」について、個々

に事前点検を行った。 

なお、平成２４年度は２ヵ年連続して一者応札・応募となった

案件について、一件毎に改善に向けた取組内容等を記載した個

表の点検を行った。 

また、入札結果が一者応札・一者応募又は落札率１００％とな

った契約についても、事後点検を行い、競争性、公正性、透明

性が確保されていたか検証を行った。 
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（項目５の２） 

Ⅰ 平成２４年度の実績【全体】 

 件数 金額 

競
争
性
の
あ
る
契
約 

一般競争入札 

（最低価格落札方式） 

６，６０６件 

(７６．８%) 

２，１３９億円 

(７７．４%) 

 うち一者応札 
４４７件 

【６．８%】 

２４２億円 

【１１．３%】 

総合評価落札方式 
１３６件 

(１．６%) 

２７７億円 

(１０．０%) 

 うち一者応札 
１３件 

【９．６%】 

１６億円 

【５．８%】 

指名競争入札 
４件 

(０．０%) 

４億円 

(０．１%) 

 うち一者応札 
０件 

【０．０%】 

０億円 

【０．０%】 

企画競争等 
１件 

(０．０%) 

１億円 

(０．０%) 

 うち一者応募 
０件 

【０．０%】 

０億円 

【０．０%】 

競争性のない随意契約 
１，８５４件 

(２１．６%) 

３４２億円 

(１２．４%) 

合 計 
８，６０１件 

(１００%) 

２，７６３億円 

(１００%) 

※ 予定価格が尐額である場合（予算決算及び会計令第99条第2号、第3号、第4号又は第7号

の金額を超えないもの）を除く。 

※ 【  %】には、一般競争入札等のうち一者入札・応募となったものの割合を示す。 

※ 「競争性のある契約」の各欄には、不落・不調随契が含まれ、一者入札・応募としてカウント

している。 

※ 「企画競争等」は、企画競争及び公募を示す。 
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Ⅱ 平成２４年度の実績【公益法人】 

 件数 金額 

競
争
性
の
あ
る
契
約 

一般競争入札 

（最低価格落札方式） 

３０件 

(８．２%) 

２億円 

( １．９%) 

 うち一者応札 
５件 

【１６．７%】 

０．２億円 

【１０．０%】 

総合評価落札方式 
１件 

(０．３%) 

３億円 

(２．９%) 

 うち一者応札 
０件 

【０．０%】 

０億円 

【０．０%】 

指名競争入札 
０件 

(０．０%) 

０億円 

(０．０%) 

 うち一者応札 
０件 

【０．０%】 

０億円 

【０．０%】 

企画競争等 
１件 

(０．０ %) 

０億円 

(０．０%) 

 うち一者応募 
０件 

【０．０%】 

０億円 

【０．０%】 

競争性のない随意契約 
３３６件 

(９１．６%) 

９８億円 

(９５．１%) 

合 計 
３６７件 

(１００%) 

１０３億円 

(１００%) 

※ 「公益法人」は、いわゆる広義の公益法人を指し、独立行政法人、特例民法法人等のほか、社

会福祉法人や学校法人も含む。 

※ 予定価格が尐額である場合（予算決算及び会計令第99条第2号、第3号、第4号又は第7号

の金額を超えないもの）を除く。 

※ 【  %】には、一般競争入札等のうち一者入札・応募となったものの割合を示す。 

※ 「競争性のある契約」の各欄には、不落・不調随契が含まれ、一者入札・応募としてカウント

している。 

※ 「企画競争等」は、企画競争及び公募を示す。 
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Ⅲ 随意契約等見直し計画の進捗状況 その１ 

 随意契約等見直し計画による

見直し後の姿 
平成２４年度実績 

件数 金額 件数 金額 

事務・事業をとり

やめたもの 

－件 

(－ %) 

－億円 

(    %) 

1,117件 

(48.8%) 

79億円 

(26.7%) 

競
争
性
の
あ
る
契
約 

競争入札 
523件 

(22.9%) 

42億円 

(14.2%) 

171件 

(7.5%) 

22億円 

(7.4%) 

企画競争等 
－件 

(－ %) 

－億円 

(－ %) 

39件 

(1.7%) 

5億円 

(1.7%) 

競争性のない随意

契約 

1,765件 

(77.1%) 

254億円 

(85.8%) 

961件 

(42.0%) 

190億円 

(64.2%) 

合 計 
2,288件 

(100%) 

296億円 

(100%) 

2,288件 

(100%) 

296億円 

(100%) 

※ 「随意契約等見直し計画」策定時の個々の契約が、平成 23 年度においてどのような契約形態

にあるかを記載するもの。 

※ 「随意契約等見直し計画による見直し後の姿」の各欄の件数・金額は、随意契約等見直し計画

時の件数・金額から複数年契約で平成23年度に契約の更改を行っていないものを除いたもの。 

※ 予定価格が尐額である場合（予算決算及び会計令第99条第2号、第3号、第4号又は第7号

の金額を超えないもの）を除く。 

※ 「競争入札」は、一般競争入札及び指名競争入札を示す。 

※ 「企画競争等」は、企画競争及び公募を示し、平成 24 年度実績欄には不落・不調随契が含ま

れる。 
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Ⅳ 随意契約等見直し計画の進捗状況 その２ 

 一者応札・一者応募案件の 

見直し状況（20年度実績） 

24年度も引き続き一者応札・

一者応募となったもの 

件数 金額 件数 金額 

事務・事業をとりやめ

たもの 

－件 

(－ %) 

－億円 

(－ %) 

1,207件 

(69.3%) 

123億円 

(62.4%) 

契
約
方
法
を
変
更
せ
ず
条
件
等
の 

見
直
し
を
実
施
（
注
２
） 

仕様書の変更 
187件 

(10.7%) 

13億円 

(6.6%) 

14件 

(0.8%) 

2億円 

(1.0%) 

参加条件の変

更 

467件 

(10.7%) 

49億円 

(24.9%) 

41件 

(2.4%) 

6億円 

(3.0%) 

公告期間の見

直し 

1,363件 

(78.2%) 

126億円 

(64.0%) 

120件 

(6.9%) 

13億円 

(6.6%) 

その他 
360件 

(20.7%) 

41億円 

(20.8%) 

47件 

(2.7%) 

8億円 

(4.1%) 

契約方式の見直し 
34件 

(2.0%) 

4億円 

(2.0%) 

20件 

(1.1%) 

4億円 

(2.0%) 

その他の見直し 
169件 

(9.7%) 

42億円 

(21.3%) 

13件 

(0.7%) 

6億円 

(3.0%) 

点検の結果、指摘事

項がなかったもの 

－件 

(－ %) 

－億円 

(－ %) 

－件 

(－ %) 

－億円 

(－ %) 

一者応札・一者応募が

改善されたもの 
－ － 

360件 

(20.7%) 

47億円 

(23.9%) 

合 計 
1,742件 

(100%) 

197億円 

(100%) 

1,742件 

(100%) 

197億円 

(100%) 

（注１） 平成20年度に一者応札・一者応募であった個々の契約が、見直しによって、平成24年

度の契約ではどの程度一者応札・一者応募となったかを示している。 

（注２） 内訳については、重複して見直ししている可能性があるため計が一致しない場合がある。
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随意契約等見直し計画 

 
 

平成 22 年 4 月 
独立行政法人国立病院機構 

 
 
１．随意契約等の見直し計画 
（１）随意契約の見直し 

平成２０年度において、締結した随意契約等について点検・見直

しを行い、以下のとおり、新たな随意契約等の見直し計画を策定す

る。 
今後、本計画に基づき、真にやむを得ないものを除き、速やかに

一般競争入札等に移行することとした。 
 

  
平成２０年度実績 見直し後 

件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 

競争性のある契約 
（ 73.9％） （ 84.2％） （ 80.0％） （ 86.9％）

6,950 192,253,033 7,523 198,430,825

 

競争入札 
（ 70.7％） （ 81.6％） （ 80.0％） （ 86.9％）

6,645 186,382,774 7,523 198,430,825

企画競争、公募等 
（  3.2％） （  2.6％） （  －％） （  －％）

305 5,870,259 － －

競争性のない随意契約 
（ 26.1％） （ 15.8％） （ 20.0％） （ 13.1％）

2,456 36,190,669 1,883 30,012,876

合   計 
（ 100％） （ 100％） （ 100％） （ 100％）

 9,406  228,443,702  9,406 228,443,702

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの。 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。 
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（２）一者応札・一者応募の見直し 
平成２０年度において、競争性のある契約のうち一者応札・一者

応募となった契約について点検・見直しを行い、以下のとおり、契

約の条件、契約手続き等を見直す必要があるものが見受けられた。 
今後の調達については、競争性のない随意契約の削減に加え、こ

れら結果に留意、改善しつつ、契約手続きを進めることにより、一

層の競争性の確保に努める。 
 
（平成２０年度実績） 

実 績 件数 金額（千円） 

競争性のある契約 
 

6,950 

 

192,253,033

 
うち一者応札・一者応募 

（27.9%） 

1,938 

（14.6%）

28,045,602

（注）上段（  %）は競争性のある契約に対する割合を示す。 

 
（一者応札・一者応募案件の見直し状況） 

見直し方法等 件数 金額（千円） 

契約方式を変更せず、条件等の見直しを実施（注1） 
(88.9%) 

1,722 

( 67.6%)

18,968,769

 
仕様書の変更 205 1,572,247

参加条件の変更 550 6,841,623

公告期間の見直し 1,533 16,238,657

その他 427 6,098,943

契約方式の見直し 
( 1.8%) 

35 

( 1.7%)

482,110

その他の見直し 
( 9.3%) 

181 

( 30.7%)

8,594,723

（注１）内訳については、重複した見直しがあるため一致しない。 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。 
(注３) 上段（  %）は平成２０年度の一者応札・一者応募となった案件に対する割合

を示す。 
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２．随意契約等見直し計画の達成へ向けた具体的取り組み 
（１）契約監視委員会等による定期的な契約の点検の実施 
  ① 随意契約（少額、緊急性のあるものを除く。）は、その契約事

由の妥当性を各病院の「契約審査委員会」の審議を経て、更に

本部に置く「契約監視委員会」として事前審査を実施。 
  ② 平成22年度調達案件のうち前回一者応札及び前回落札率１０

０％の契約についても「契約監視委員会」として事前に審査を

実施。 
  ③ 入札説明会に参加しながら応札してこなかった業者に対して

追跡調査を実施し、原因を究明。 
  ④ 平成21年４月に内部統制の充実強化のため新設した「業務監

査室」により契約を重点項目とした内部監査による点検を実施。 
 
（２）随意契約等の見直し 

 契約の相手方が特定されるものなど、真に随意契約によらざる

を得ないものを除き、原則、一般競争入札を徹底する。 
   
（３）一者応札・一者応募の見直し 
   一者応札・一者応募に対する以下の取組みを実施する。  

①  公告内容 
     公告情報から事業規模等が容易に推測できるように詳細に 

記載する。   
②  公告方法 

 入札公告は、全て病院のホームページへの掲載、院内掲示を

行う。 
③  公告期間 

 土日・祝日を除き、１０日間以上確保する。 
④  資格要件 

 官公庁や国立病院機構の業務実績を設定する等、必要性が低

い要件を設定しない。 
⑤  仕様等 

   ア 業務内容を具体的に分かり易く記載する。 
   イ 特定の者が有利となる仕様としない。 
   ウ 発注コスト、地域性等の諸条件に考慮し、適切な発注単位

とする。 
   エ 可能な限り入札説明会を実施する。 
   オ 複数業者から参考見積を徴取する。 
 

44



 
⑥  参加者への配慮 

ア 契約相手方の金銭負担となる工事等の請負契約は、部分払

いを活用するなど配慮する。 
イ 契約締結から履行までの期間や契約期間は、十分な期間を

設け履行しやすくなるよう配慮する。 
 ウ 複写機の賃貸借や情報システムなどの運用・保守契約は、

長期的な収支予測が可能となるよう複数年契約とするなど配

慮する。 
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（項目６） 

内 部 統 制 

 

①統制環境 

 

１ 理事長の役職員へのミッションの周知等 

厚生労働大臣からのミッション（中期目標）である、政策医療の確実な

実施及び地域医療への一層の貢献をするため、同期間における中期計画を

定め、年度毎に、中期計画を達成するための具体的な年度計画を策定して

いる。 

また、理事長は、国立病院機構の理念にも掲げられている「患者の目

線に立った医療の提供」を常日頃から強調するとともに、第２期中期計

画期間においては、情報発信、医療の質向上へのさらなる取組、人材の

育成・確保、非公務員化をポイントとして掲げており、これらの方針に

ついて、定例の役員会、国立病院機構総合医学会などの場で役職員に示

すなど周知を図るとともに、ミッション（中期目標）の達成を阻害する

要因や内部統制上の問題点など、組織にとって重要な情報等について、

定例の役員会や本部の各部からの報告により適時的確に把握し、その対

応を指示している。 

更に、中期計画、年度計画の組織の目的を達成するため、全職員に対

し、当該計画に沿った目標設定とその評価結果に応じた処遇を行うため

の業績評価制度を実施している。 

 

 

２ 理事長のリーダーシップ発揮及びマネジメントの実効性確保 

独立行政法人設立以来、理事長のリーダーシップのもと、国立病院機

構のミッションを最も効率的かつ効果的に達成できるよう、理事には、

理事長及び副理事長を補佐する役割に加え、国立病院機構の業務の一部

を担当し、当該担当業務に関して関係職員を指揮監督する権限を付与す

るとともに、法人全体に関わる管理業務や、全国規模で行うべき病院支

援業務を行う本部、全国規模では困難であるが、一定の規模で行うこと

が効率的な病院支援業務を行うブロック事務所を設置し、理事長のマネ

ジメントを強力にサポートする体制としている。 

また、理事長が決定すべき事項のうち、重要な事項については、理事

から構成される役員会を定期的に開催しており、当該役員会における議

論を通じて、理事長が適切に意志決定できる仕組みとなっている。 

さらに厚生労働大臣からのミッション（中期目標）である、政策医療

の確実な実施及び地域医療への一層の貢献をするため、同期間における

中期計画を定め、年度毎に、中期計画を達成するための具体的な年度計
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画を策定しており、当該年度計画においては、病院毎の収支計画等を月

次単位で策定している。なお、月次決算により毎月、計画の達成状況を

把握している。 

 

３ 内部統制の構築状況 

 

目 的 
取組状況 

各部門等における 

推進部署 

法人全

体の内

部統制

統括部

署 

優

先

順

位 

優先理由 

業務の有

効性・効

率性 

・法人全体に関わる管理業務や、全国

規模で行うべき病院支援業務を行う本

部、全国規模では困難であるが、一定

の規模で行うことが効率的な病院支援

業務を行うブロック事務所を設置して

いる。 

名称：本部・ブロック

事務所 

職員数：２８８人 

（専任：２８８人、兼

任：０人） 

 

管理担

当理事 

（業務

監査室） 

 

 

１ 

 

 

 

 

法人に与えられた中期目標を効

率的に達成するためには、業務の

有効性・効率性について留意する

ことが最も重要なものと考え第１

位とした。 

また、当法人は、医療法をはじ

め、医療に関連する諸法令に基づ

き運営しており、さらに公益の事

業を行っていることから、法令等

の遵守についても重要であり、第

２位とした。 

なお、資産の保全・財務報告等

の信頼性については、当然重要な

ことであり、甲乙付け難く、同順

位とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法令等の

遵守 

・コンプライアンスの推進を図るため、

コンプライアンス推進規程を制定する

とともに、本部において作成した法令

遵守状況に関する自主点検チェックシ

ート（コンプライアンスチェックシー

ト）を活用し、各病院等の職場内にお

ける四半期毎の自主点検を実施してい

る。 

名称：総務部総務課 

  企画経営部 

指導課 

医療部 

医療課 

 

 

２ 

 

 

資産の保

全 

・通則法４７条に規定する余裕金の運

用について、その手続の公正かつ適正

な実施を図るため、資金調達及び資金

運用に係る重要事項について審議する

ことを目的として、本部に資金調達・

運用審査委員会を設けている。 

・また、土地・建物については、取得、

貸与、処分が適正に本部の承認の元で

行われるよう、規定を定めている。 

 

名称：企画経営部経営

課 

職員数：８人（専任：

８人、兼任：０人） 

 

財務部計画課 

職員数：７人（専任：

７人、兼任：０人） 

３ 

 

 

 

財務報告

等の信頼

性 

・財務諸表等を作成する上において、

その計数の基となる会計処理の統一

性・均質性を確保するため業務マニュ

アルの更なる内容充実を図るととも

に、会計計数の精度向上のため会計シ

ステムに点検機能を設け異常値の検出

を容易に、かつ、網羅的に行えるよう

にするなど信頼性の確保に努めてい

る。 

称：企画経営部 

評価課 

職員数：６人 

（専任：６人、兼任：

０人） 

 

 

 

 ４  
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４ 役員会の位置付け、権限の状況  

「独立行政法人国立病院機構役員会及び委員会規程（平成１６年規程

第４号）」において、目的、機能、開催時期、構成員、招集等について定

めている。 

 

５ 理事長と監事・会計監査人の連携状況  

［理事長と監事の連携］ 

・ 理事長が議長を務める役員会（週例、月例）に監事が出席し,審議事項等

について意見交換を行っている。 

・また、監事は、契約監視委員会委員としての立場に基づき、契約の適

正等について意見具申している。 

・更に、監事が主催する理事長・副理事長・理事との意見交換会（以下

「役員との意見交換会」という。）を開催し、監事監査の報告を踏まえ、

内部統制上の問題点等についてディスカッションを行っている他、適

宜、意見交換の機会を設けている。 

・監事監査における指摘事項は、本部においてリスク等を踏まえ対応策

を検討し、必要に応じ通知文書で各病院に周知徹底するとともに内部

監査において運用状況等の確認を行っている。 

［理事長と会計監査人の連携］ 

・会計監査人とは、監査計画立案時、実施時、監査報告時に意見交換を

行っている。 

・また、監査計画立案時には重点監査事項の選定に関すること、実施時

には法人を取り巻く外部環境の変化に関すること、監査報告時には次

期に向けての必要改善事項に関することを意見交換している。 

・会計監査人からの指摘事項は、本部において集計・分析した結果を各

病院にフィードバックすることで業務の改善及び適正な会計事務等の

遂行に役立てている。 

 

６ その他統制環境に関する状況  

監事機能については、「独立行政法人国立病院機構監事監査規程（平成

１６年規程第３３号）」において、常に業務運営の実施状況を把握すると

ともに、運営上の課題の認識を深めることなど、内部統制における役割

を明確にしており、更にその機能を強化するため、平成２０年度からは、

監事１名の常勤化を図っている。 

なお、監事は役員会に出席し、業務の運営状況の把握等を行うととも

に、考えられるリスクについて意見を述べることができることとしてお

り、独立した立場から、内部統制の整備及び運用状況を監視する役割を

果たしている。 
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②リスクの

識別・評価・

対応 

○会計関係業務等について 

国立病院機構においては、会計関係業務のリスクを防止・低減するこ

とを目的に、特に新任で着任した職員や異動に伴い新たに当該業務の担

当となった職員が速やかに業務内容を理解し業務遂行が適正に行えるよ

う、現金・出納業務や契約業務などを中心とした標準的業務フローを本

部において作成し、各病院に周知している。 

また、コンプライアンスの推進を図るため、職場内における法令遵守

状況に関する自主点検チェックシート（コンプライアンスチェックシー

ト）を本部において作成し、各病院においてリスクの洗い出しに取り組

むよう周知している。 

 

○医療安全について 

医療安全に関するリスクについては、「独立行政法人国立病院機構にお

ける医療安全管理のための指針」に基づき、医療事故の「報告範囲」、「患

者に及ぼす影響レベル」等を定め、「事故の種類」、「事故発生の場面」等

を国立病院機構における情報ネットワークシステムを活用した報告制度

により、リスクの洗い出しと分類を行って対応している。 

リスクのランク付け方法は、発生した医療事故やヒヤリハット事例が

患者にどの程度の影響を与えたかを区分するために、７段階の指標を策

定し対応しており、 

 具体的には 

ヒヤリハット事案・・レベル0、1、2及び3aの4段階 

  医療事故事案・・・・レベル3b、4及び5の3段階 

 となっている。 

また、リスク対応計画として、平成16年4月に「独立行政法人国立病

院機構の医療安全管理のための指針について」を作成し、その後、平成

19年4月には院内感染対策や医薬品、医療機器に係る安全確保等を盛り

込んで、指針の見直しを行ったところである。 

各病院では、この「独立行政法人国立病院機構の医療安全管理のため

の指針」に基づき、医療安全に関するマニュアルの作成や医療安全管理

委員会の設置及び職員研修を実施しているところである。 

 

○その他業務全般について 

各病院において、本部で作成した自己評価チェックリストに基づき、

病院長自らが実施責任者として、自院の内部統制状況をモニタリングす

るとともに、自己判定結果を本部の内部監査部門である業務監査室に報

告している。病院長は、自己評価チェックを通して各業務担当者に対し、

業務への取組み方、ポイント等を再確認させるとともに、是正すべき事
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項を発見した場合は、当該業務担当者に対し、速やかに改善措置を講じ

るよう指示しており、各病院においてリスクマネジメントの観点による

ＰＤＣＡサイクルの実施に取り組んでいる。 

また、各病院から報告された自己判定結果も踏まえ実地監査を行い、

監査結果については役員会に報告し、組織全体として取り組むべき重要

なリスクがないか把握するなど、組織の健全化に向けた取組を行ってい

る。 

 

○法人の長に、現場の問題が伝達されないことを回避するための仕組 

理事から構成される役員会を定期的（週例及び月例）に開催している。 

当該役員会は、本部の各部門が所掌事務の範囲で把握するリスクが報

告されており、また、月毎に、各ブロックに配置している担当理事から、

より病院に近い立場で現場の意見が収集され報告される仕組みとしてい

る。 

更に、病院長会議などにより、理事長が直接現場の意見を聞くことの

できる場を設けている。 

その他、監事及び会計監査人と直接意見交換を実施し、現場の問題点 

などの把握に努めている。 

 

③統制活動 

○会計関係業務等について 

各病院においては、標準的業務フロー担当者を設置し、事務職員を新

たに採用した場合などに実施するオリエンテーション等において、標準

的業務フローの内容及び活用方法について周知を図ることとしている。 

また、各病院において、コンプライアンス担当者を設置し、コンプライ

アンスチェックシートを活用した自主点検を実施している。 

 

○医療安全について 

医療安全については、各病院において毎月開催される医療安全管理委

員会において、医療事故の分析及び再発防止策の検討を行っているとこ

ろである。 

また、本部においても国立病院機構の病院ネットワークを活用し、機

構内部での医療事故発生状況等を踏まえながら、医療安全対策の基本的

方向性等について審議を行うため、中央医療安全管理委員会を開催して

いる。 

 

 

 

50



 

 

 

④情報と伝

達 

○会計関係業務等について 

標準的業務フロー及びコンプライアンスチェックシートは、各病院が閲

覧できるHosp-net掲示板に掲載し、規程等の改正に合わせて見直すとと

もに、見直し後は速やかに各病院への伝達、掲示板への掲載を行っている。

なお、標準的業務フローは関係職員に配付されているものであるため、各

病院においては、標準的業務フロー担当者が速やかに差し替えを行うこと

としている。 

また、地方厚生局による健康保険法等に基づく指導、会計検査院による

実地検査、保健所による医療法立入検査など、外部機関から受けた検査・

指導等の情報については、他病院での同様の事例発生防止のため、掲示板

に指摘内容の掲示を行い各病院へ周知を行っている。 

 

○医療安全について 

医療安全については、発生した医療事故の集計結果及び原因究明及び

再発防止の観点から、当事者病院のみならず他の病院にも参考となる事

案を警鐘的事例として取り上げ、月次の役員会等で紹介し、国立病院機

構の情報ネットワークシステムの掲示板にも掲示することで広く伝達し

ている。 

また併せて、各病院の医療安全担当者には電子メールにより直接情報

還元を行うとともに、医療安全白書として取りまとめの上、ホームペー

ジ上で公開している。 

 

⑤モニタリ

ング 

１ 日常的モニタリング  

○会計関係業務等について 

各病院の幹部職員は、関係職員が標準的業務フローに沿って業務を行っ

ているかについて、当該業務に関する決裁時などにチェックを行うことと

している。例えば、現金収納に係る業務フローにおいては、外来窓口終了

後、入金記録と現金の突合を複数人でチェックし、院長まで決裁を受ける

こととしている。 

また、四半期毎に実施するコンプライアンスの自主点検については、

各病院において自主点検を実施した後、点検結果を各病院の会議の場にお

いて院長等病院幹部に報告することとしている。報告を受けた院長等病院

幹部は、必要に応じて改善指示を行うこととしている。 

 

 ○医療安全について  

発生した医療事故の情報については、それぞれの病院の医療安全担当

者が「医療事故別の分類」、「病院類型報告」、「年齢別内訳」、「患者影響
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レベル」「事故発生時間帯」等の分析を行い、本部に報告される仕組みと

なっており、集積された情報は月次の役員会へ報告している。 

 

２ 独立的評価と評価プロセス  

［独立的評価］ 

・監事は、内部統制に関する独立的評価として、監事監査を行っ   て

いる。また、監事は、平成２１年４月に本部に設置した内部監査部門

である業務監査室及びブロック事務所改善指導課と連携して、高リス

ク事項である契約等に係る抜き打ち監査を行っている。更に、この契

約状況については、監事と外部有識者で構成する契約監視委員会によ

る監視体制を整えている。 

 ・内部監査については、業務監査室が主体となり、各ブロック事務所と

協力して、各病院への内部監査（書面及び実地）を実施している。 

 

［評価プロセス］ 

・監事監査は、監事が独立行政法人通則法の規定に基づき、当機構の

監事監査規程に従って、独立した立場で実施している。 

  ・方法としては、内部統制の有効性の判断の規準となる基本的要素を

考慮のうえ、理事・内部監査部門・その他の役職員等と意思疎通を

図り、情報を収集して監査環境の整備に努めるとともに、理事長に

よるマネジメント状況を把握するため、理事長が議長を務める役員

会等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本部及び主要な施設におい

て、業務及び財産の状況の調査を行っている。 

  ・監事監査を行うに当たっては、①内部統制の状況、②その前提とし

て理事長等各役員の統制環境の認識の適切性、③業績測定尺度の設

定や諸々のリスクの識別・評価の適切性、④モニタリングの実施と

その結果の対策反映・次期計画反映の適切性、⑤リスク対応不十分

の場合の原因分析等の適切性を監査の対象としている。また、契約

監視委員会においては、競争性のない随意契約、前回一者応札・一

者応募又は前回落札率１００％となった契約について、契約の適正

性・妥当性・競争性確保の観点で監視を行っている。 

  ・内部監査では、業務監査室等が、業務の適正かつ効率的な執行の確

保を担保すること、並びに、会計処理の適正を期すことを目的とし、

諸規程に対する合規性、業務ルールの適正性、業務ルールに対する

準拠性等について、書面及び実地による監査を行っている。 

  ・書面監査では、コンプライアンスの視点に基づく業務全般を網羅し

た自己評価チェックリストを策定し、これに基づき自己点検を各病
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院に行わせるとともに、その結果を活用して内部監査部門としての

リスク評価を行っている。また、外部監査機関の当機構に対する監

査の結果も参考にして、翌年度の内部監査に係る重点項目を設定し、

実地監査を行っている。 

 

３ 内部統制上の問題についての報告  

  ・監事監査及び内部監査の結果は、理事長が議長を務める役員会 

（週例・月例）等に報告される。また、監事が主催する役員との意見

交換会を開催し、監事は当該年度の監事監査計画の概要、監査の実

施状況、監査結果について報告するとともに、個別の問題事例等が

ある場合は、当該意見交換会の場において、各担当理事からそれに

対する対応方針等を直接確認している。 

  ・更に、監事や業務監査室による監査の報告に加え、独立行政法人評

価委員会あるいは政策評価・独立行政法人評価委員会で評価・指摘

された統制環境に係る問題点等について、役員会等で把握・検証を

行い、統制環境の改善を図っている。 

  ・各病院等で実施される日常モニタリングや内部監査等により明らか

になった内部統制上の問題点については、それに該当する本部各部

あるいは業務監査室から定期的に、また、そのうち重要なものにつ

いては必要に応じ即時、理事長・副理事長・各担当理事及び監事に

報告している。 

 

⑥ＩＣＴへ

の対応 

国立病院機構においては、月次・年次決算等の会計処理業務、人事管理、

給与計算等の病院共通の業務を支援するため、財務会計システム、人事給

与システム等からなるHOSPnetを運用している。 

  国立病院機構における情報セキュリティ対策については、平成21年 7

月に独立行政法人国立病院機構情報セキュリティ対策規程（以下「情報

セキュリティポリシー」という。）を制定し、セキュリティ対策のための

組織体制の確立、ＩＤ・パスワードの管理、ウィルス対策等について方

針を示した。 

  HOSPnetにおけるセキュリティについては、システム運用業者がセキュ

リティの確保状況について監視する体制をとるとともに、ＣＩＯ以下の

関係者で構成する月例の運用会議において適宜報告を受け対応してい

る。 

また、情報セキュリティポリシーを遵守するため、内部監査の項目に

情報セキュリティポリシーに関する項目を設け、平成22年度より遵守状

況の点検を行い、情報セキュリティの徹底を図っている。 
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※ ＩＣＴ：Information and Communications Technology（情報通信技術）の略。ＩＴと同

様の意味で用いられることが多いが、「コミュニケーション」という情報や知識の共有とい

う概念が表現されている点に特徴がある。 

⑦監事監

査 

・内部監査 

の実施状

況 

監事監査 

１ 中期計画・年度計画等の妥当性について  

監事は、理事長が議長を務める役員会（週例・月例）への出

席、役員の意見交換会の開催、本部各部からの業務状況の聴取、

病院実査、会計監査人の業務状況の聴取、業務監査室との監査

の連携・実施と監査実施状況の聴取等を通じ、①中期目標に則

した中期計画立案・内容の妥当性、②中期計画に基づく年度計

画立案・内容の妥当性、③年度計画に沿った法人全体の業務実

施状況の妥当性、④これら①から③について問題がある場合

は、その問題点の把握について点検する監事監査を実施してい

る。その実施に当たっては、理事長によるリーダーシップの発

揮・マネジメントの実効性の確保がなされているか、各種リス

クの把握・認識等、当該リスクへの対応が適切になされている

かといったガバナンス、内部統制上の重要なポイントに充分留

意して監査を行っている。なお、上記監査の実施に当たり、具

体的には、役職員等から職務の執行状況を聴取するとともに、

決裁書類等必要な文書を点検している。 

 （実施状況） 

 ・役員会（週例・月例の全てに出席） 

 ・役員との意見交換会（H24.7実施、その他随時実施） 

・本部各部からの業務状況聴取（H25.4実施、その他随時実施） 

 ・業務監査室との連携監査（契約等に係る抜き打ち監査６施設 

H24.8～H24.12） 

 ・会計監査人の業務状況聴取（H24.6、H24.10、H25.4実施） 

 ・会計監査人の監査結果報告会（監事、会計監査人、業務監査

室）（H24.6実施） 

 ・病院実査 ７施設（H24.6～H25.3） 

 ・ブロック会議等、経営関係会議への出席 

  なお、抜き打ち監査の実施や業務監査室及び会計監査人との

連携により、「会計規程等に違反する不適正な会計経理」につ

いて監視を行っている。 
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２ 役職員の給与水準について  

監事は、「独立行政法人の役員の報酬等及び職員の給与の水

準の公表方法等について（ガイドライン）」に基づく公表資料

を点検するとともに、担当部署に説明を求め、記載内容に問題

が無いことを例年確認している。 

 

３ 理事長のマネジメントの発揮状況について  

理事長によるマネジメントの発揮状況を把握するため、理事

長が議長を務める役員会（週例・月例）その他重要な会議に出

席するほか、役職員等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本部及び主要な施設において、業務及び財産の状況調査を行っ

ている。 

 

４ 職員がミッションを意識しつつ目標･計画策定に参加

しているか、また、職員間のコミュニケーションが十分

図られているかについて  

平成２０年４月より一般職員を含む全ての常勤職員に業績

評価制度が導入され、職員が全体目標・部門目標を共有し自ら

設定した目標の達成に努めることにより、全体目標・部門目標

の達成に努めている。また、上司と部下がコミュニケーション

を図ることにより、業務遂行意欲・能力の向上を図っている。

監事は、役職員等から業績評価制度の実施状況の報告を受け、

必要に応じて説明を求め、状況調査を行うことにより職員間の

コミュニケーションが十分図られているかチェックしている。 

内部監査 

平成２１年４月に本部に設置した内部監査部門である業務

監査室が主体となり、各ブロック事務所と協力して、各病院へ

の内部監査（書面及び実地）を実施している。 

 

(実施状況) 

  ○計画的監査 

  ・書面監査 

       コンプライアンスの視点に基づく業務全般を網 

羅した自己評価チェックリストによる自己点検。 

 対象：全病院 

     期間：H24.8～9 

   ・実地監査 
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    「契約」、「支払」、「収入管理」、「債権管理」、「現 

     金等の管理」に関する事項を重点事項と定め、これらを

中心に監査を実施。 

     実績：47病院及び本部、1ブロック事務所 

  ○臨時監査 

   「不適切な契約手続き」「会計に関する非違行為」等が見

受けられた病院に対して、その実状把握及び是正のために

監査を実施。 

     実績：2病院 

○抜打監査 

   契約事務に関して一層の適正性を担保するため監 

事と連携した監査を実施。 

     実績：10病院 

 

⑧内部統制

の確立によ

る成果・課

題 

○会計関係業務等について 

標準的業務フローの通知発出後に行ったアンケート調査では、標準的業

務フローを活用することで、担当業務が変わっても着任当初から適正に業

務を遂行できることや、コンプライアンスを遵守した業務ができることな

ど、適正な会計事務の遂行に一定の効果が上がっているとの結果であった。 

また、法令遵守に関する自主点検実施後に行ったアンケート調査では、

職員の法令遵守の意識向上につながるや根拠法令の再確認ができ業務遂行

に役立つなど、法令遵守の推進に効果的であるとの結果であった。 

 

○医療安全について 

医療安全については、国立病院機構は、日本医療機能評価機構が行う医

療事故情報収集等事業への報告義務医療機関となっており、同事業への報

告件数については、全体の報告件数のうち約４割を国立病院機構からの報

告が占めている状況であり、「独立行政法人国立病院機構の医療安全管理の

ための指針」等が徹底されたことにより報告精度が向上したものと考えら

れる。 

また、医療事故の警鐘的な事例及び当該事故の集計結果が各病院間で情 

報共有されることで、病院毎の医療安全対策の向上にもつながっていると

ころである。 
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（項目７） 

事務・事業の見直し等 

（委員長通知別添三関係） 
 

①独立行政法人の事務・事業

の見直し基本方針で講ずべ

き措置とされたものの取組

状況 

（24 年度中又は 24 年度に実施

とされたもの） 

 

②行政刷新会議事業仕分け

での判定結果を受けた取組

状況 

○事業仕分け第２弾 

[当該法人が実施し、事業規模は縮減] 

・診療事業に関する運営費交付金は、平成２４年度から計

上していない。（平成２３年度：２億円→平成２４年度：

０億円） 

・平成２５年５月１日に統合して「四国こどもとおとなの

医療センター」を開設。 

・旧十勝療養所ほか６病院の跡地を国庫納付することとし

た。 

 ５病院については、国庫納付済。 

１病院については、土壌汚染が判明し、調査中。 

１病院については、境界確定を実施中。 

・個々の病院ごとに政策医療に係る機能、地域医療事情、

経営状況、病床数の適正化等について総合的な検証を実

施し、その結果を公表した。 

 

[病院のガバナンスについては抜本的見直し]  

・非公務員化に併せて国との人事交流のあり方を見直す 

こととしている。 

 

 [本部経費縮減、ブロック事務所は廃止を含めて検討] 

・平成２３年度から拠出金率を現状３％から２．４％へ引

き下げた。 

・ブロック事務所については「独立行政法人の事務・事業

の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）

に基づき、平成２５年度末に措置することとした。 
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[他の公的病院との再編等についても広く検討]  

・平成２４年７月から平成２６年６月までを調達期間とす

る医薬品については、「国立病院・労災病院の在り方を

考える検討会」を踏まえ、一層のスケールメリットを活

かすため、平成２４年６月に国立高度専門医療研究セン

ター及び労働者健康福祉機構と共同入札を実施した。ま

た、更なる医薬品費の抑制を図るため、市場価格の状況

等を踏まえた価格交渉を実施し、平成２４年１０月及び

平成２５年１月に契約価格の変更を行った。 

  また、平成２４年度入札分の大型医療機器について

は、平成２４年８月に労働者健康福祉機構と共同入札を

実施した。  

 

○事業仕分け第３弾  

・診療事業に関する運営費交付金は、平成２４年度から計

上していない。（平成２３年度：２億円→平成２４年度：

０億円） 

・将来の施設・設備への投資と資金に関する計画について

は、マネジメントの経験が豊富な銀行役員出身の理財担

当理事を中心に検討を行い、中期計画の変更（６６８億

円増）を行った。 

・また、計画の作成に当たっては、外部有識者からなる投

資計画審査委員会の審議を受けている。 

 

③省内事業仕分けで自ら示

した改革案の取組状況 

○ヒト（組織のスリム化）  

・平成２１年度末で任期満了となり改選期を迎えた国家公

務員再就職者が就いていた３つの役員ポストについて

公募を実施し、平成２２年４月１日付けで任命した。 

 （任命したポスト：理財担当理事、労務担当理事、非常

勤理事） 

 なお、平成２４年度においては、国家公務員の再就職 

者はいない。 

 

○モノ（余剰資産などの売却）  

・旧十勝療養所ほか６病院の跡地を国庫納付することとし

た。 
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 ５病院については、国庫納付済。 

１病院については、土壌汚染が判明し、調査中。 

１病院については、境界確定を実施中。 

 

○カネ（国からの財政支出の削減） 

・診療事業に関する運営費交付金は、平成２４年度から計

上していない。（平成２３年度：２億円→平成２４年度：

０億円） 

 

○ 一般医療の部分で各地域ごとに機能分化をさらに進め

てほしい。  

（省内事業仕分け監視・検証チームでの指摘（平成23年12

月1日））  

・144病院の2/3は旧療養所型の病院であって、いかに地域

と繋がるかが大切と考えている。  

独法化以降、地域の医療機関との連携を進めており、  

･地域医療支援病院の認定（6病院→51病院）  

･他医療機関との間の紹介率･逆紹介率の向上  

（紹介率：45.3%→61.5%,逆紹介率：32.2%→49.3%）  

等に努めている。  

 

○医師の地域偏在は民間病院医師も含めて待ったなしの

状態。国立病院機構からも医師を自由に派遣できる様に

なってほしい。医師だけ先行して非公務員化する考えは

あるか。  

（省内事業仕分け監視・検証チームでの指摘（平成 23 年

12月1日）） 

・機構としては職員全体として非公務員化を進める方向で

検討しており、医師だけを非公務員化することが技術的

に可能か否かは制度の問題も含めて慎重な検討が必要

である。国立病院機構においても、大学医局からの派遣

等により医師を確保しており、医師不足地域では民間病

院と同様に医師確保が難しい状況である。なお、大学医

局からの派遣は、公務員の身分の有無よりも、症例や研

究の内容に比重があるのではないかと認識している。 
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④その他事務・事業の見直し 

○国民のニーズとずれている事務・事業や費用に対する効

果が小さく継続する必要性の乏しい事務・事業の見直し 

国立病院機構が実施する事務・事業のうち、国民のニ

ーズとずれている事務・事業や費用に対する効果が小さ

く継続する必要性の乏しい事務・事業については、適切

な病院運営、経営改善の観点から不断の見直しを行って

おり、平成２４年度には以下の事務・事業の見直しを行

った。 

 

・病棟の稼働状況に応じた整理・集約 

病診・病病連携による紹介率・逆紹介率の向上等によ

り地域における連携体制を強化する一方で、平均在院日

数の短縮化等により病床稼働率が非効率になっている

病棟等を整理・集約し病床稼働の効率化を図った。これ

により、患者数を上回る過大な提供体制に起因する赤字

拡大を防止するとともに、医療内容の充実と医療人材の

効率的な配置を図った。 

 

集約数 

一般病床  ６病院  １８９床 

結核病床  ４病院  １２１床 

精神病床  １病院   ５２床 

計   １１病院  ３６２床 

 

⑤公益法人等との関係の透

明性確保 

（契約行為については、項目５

「契約」に記載） 

 

補助金の交付等は行っていない。 

 

60



ワーキンググループB 

（事業番号） Ｂ－５ 

（項 目 名） 病院事業 

（法 人 名） 国立病院機構 

（１） 診療事業 

（法 人 名） 労働者健康福祉機構 

（２） 労災病院の設置・運営 

 

評価者のコメント                           

（１） 診療事業 

● 国庫負担額をゼロにすべきである。 

● 事務職員のラスパイレス指数97.3 は職員の学歴・経歴構成を考えると、国家公務員に比べて

明らかに高いので、2 割程度削減すべきである。医療スタッフは非公務員化の達成により待遇改

善してさらに良質の地域医療の担い手として存続することが求められる。 

● 理事長のガバナンスを強化して、厚労省から独立性を確保する。 

● ブロック事務所と本部経費（34 億円）を縮減（1/3 程度）する。本部経費のための各病院からの

3%徴収を見直すべき。非公務員化の実現については、厚労省から出向している職員のガバナン

スを強化し効率化する。随意契約、ファミリー企業との関係の徹底見直し。 

● 非公務員化。本部経費の削減（ブロック事務所の廃止、本部経費の削減）。地域連携を進める

べき（病床利用率ＵＰ）。 

● 非公務員化のメリット・デメリットを明確にした上、具体的な移行スキームを明らかにすべき。また、

地域の公的病院との統廃合など国立病院のあり方について検討すべき。 

● 本部、地域ブロックの経費の削減に努めるべき。その点において事業規模を縮減。 

● 非公務員化する際に、厚労省の出向者がそのまま継続することのない様な対応が必要。国立病

院の地域医療の中での役割をさらに明確にしていただきたい。 

● 間接部門の合理化・効率化はまだ余地がある。医師、ナース等の待遇改善を計る必要がある。

労災病院・地域の公立病院との経営統合も検討すべき。 

● 国立病院はどうあるべきか。地域の医師不足問題にどう関わるか考えて欲しい。 
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● 本部とブロックの機能の合理化を図るべき（機能についての十分な説明はなかった）。また、本部

等に厚労省の役人が必要（研修を兼ねて）というが、財務・人事部門に受け入れると独立が阻害さ

れる。 

● 経費削減により医療体制の充実を図るべき。地域医療の中で役割分担強化すべき。 

● 非公務員化すべし。収益を確保しながら医療スタッフを拡充。政策コスト分析を活用して将来の

経営・財務についての見通しを立てつつ経営を改善。特定の疾病に対する補助金だけとし、運営

費交付金を縮減。 

● 非公務員化は単に形だけ行うのではなく、厚労省への人材の戻しと民間並の賃金での事務員採

用を行うべき。これを徹底して初めて本格的なコスト削減ができる。 

● 病床利用率3 年連続70％切ったら病床削減。民間病院に払い下げる。 

（２） 労災病院の設置運営 

●労災病院だけが労災医療をやっているわけではない。労災病院の使命は現在はない。 

●実質は通常の病院である。さらにガバナンスがきわめて低いレベルにとどまっている。このことに徴

すれば経営主体自体を民営化して、明確なガバナンスをすべき。じん肺等のケアについては目的

ごとに補助を考えるべき。 

●地域医療体制の中で、再編して機能充実すべき。 

●法人のあり方に問題がある。労災の部分は非常に少ないので、一般病院として、政策医療の部分

は一定の税金投入という枠組みをつくるべきではないか。情報開示も十分でなく、病床利用率も低

い。法人の抜本的改革が必要。 

●健全な経営がなされていない。国立病院機構等との経営統合など、国としての総合的な医療体

制を検討すべき。労災に特化する必然性もなくなっている。 

●労災医療も政策医療のひとつと考えれば、国立病院機構への統合・廃合。他の公的病院との統

合も含め根本的な見直しが必要。 

●労災病院を特化する必要は低下していると考える。国立病院も含めて役割を再整理していく必要

がある。 

●国立病院と統合する等、労災に特化せずに全国の病院ネットワークに組み込んだら良いのではな

いか。 

●廃止統合の効果が出ればさらに事業規模の縮減を進める。理事長のガバナンスの強化により国か

ら独立を確保する。 

●労災病院はアスベスト疾患とメンタルヘルス、過労死等の拠点であることは認めるが、民間病院で

も労災認定は容易に行える現状から存在意義を再構築する必要がある。労災に特化して経営改

善が出来なければ、「労災」を冠にする意義は薄れる。これらを国民に対して正確に情報開示する

ことが求められる。 

●労災疾病以外の一般患者が95％を占めている。労災病院内のネットワークでの経営改革にとどま

らず地域医療全体の存続の観点から、他の公立・公的病院との連携・再編・ネットワーク化を図る

べき。 

●債務超過の病院は民間委譲。 
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●事業経費の削減。 

●地域連携の必要性。 

●労災病院間の整理統合。 

●労災ならではの高コストは改善が必要。 

●「労災」という特定の役割を中心的に捉え、ガバナンスを改革すべき。 

 

ＷＧの評価結果                          

（１）診療事業 

当該法人が実施し、事業規模は縮減 

病院のガバナンスについては抜本的見直し 

本部経費縮減、ブロック事務所は廃止を含め 

て検討 

他の公的病院との再編等についても広く検討 

＜対象事業＞ 

・ 事業の実施は各自治体／民間の判断に任せる １名 

・ 当該法人が実施 １３名 

（事業規模 縮減 ７名、現状維持 ５名、 拡充 １名） 

＜見直しを行う場合の内容＞ 

・ 不要資産の国庫返納 １名 

・ 自己収入の拡大 １名 

・ 特定法人との継続的な取引関係の見直し １名 

・ ガバナンスの強化 ７名 
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（２）労災病院の設置・運営 

当該法人が実施し、事業規模は縮減 

病院のガバナンスについては抜本的見直し 

他の公的病院との再編等についても広く検討 
 

＜対象事業＞ 

・ 廃止 １名 

・ 事業の実施は各自治体／民間の判断に任せる ２名 

・ 国が実施機関を競争的に決定 １名 （事業規模 現状維持 １名） 

・ 他の法人で実施 ４名 （事業規模 縮減 ２名、現状維持 ２名） 

・ 当該法人が実施 ６名 （事業規模 縮減 ４名、現状維持 ２名） 

＜見直しを行う場合の内容＞ 

・ 事業主体の一元化 ２名 

・ 自己収入の拡大 ２名 

・ ガバナンスの強化 ７名 

 
とりまとめコメント                           

国立病院機構の診療事業については、１３人の評価者が、当該法人が

実施すると判定しており、これをWG の結論とさせていただく。１３人のうち７

名が事業規模は縮減としているので、これを実施していただきたい。ガバナ

ンスの評価を見直すべきという意見も７名あり、ガバナンスについてさまざま

な議論があったのでそれも踏まえて改革を行っていただきたい。 

非公務員化についてもさまざまな議論があったが、特に、非公務員化の

際に、厚労省の出向者がそのまま継続することのないような対応について

是非検討していただきたい。 

さらに本部経費の削減、ブロック事務所の削減あるいは廃止も含め見直

すべきという意見が出ているので検討をお願いする。 

労働者健康福祉機構の、労災病院の設置運営については、当該法人が
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実施すべきという意見が６名であり、これをWG としての結論とさせていただ

く。６名のうち４名が事業規模を縮減すべきということであり、あわせて結論と

させていただく。ガバナンスの強化について、さまざまな意見があり、７人が

見直し。全体的に病院再編やコンソーシアムの議論がございましたのでそれ

も踏まえて改革をお示しいただきたい。 

ガバナンスが極めて低いという意見が多数あり、地域医療再編の中で機

能強化を目指すべきという意見も出ていたので、それも踏まえていただきた

い。 
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行政刷新会議「事業仕分け」 

ワーキンググループＡ 評価コメント 

事業番号Ａ-１１ (独)国立病院機構運営費交付金 
 

評価者のコメント                 
● キャッシュフローには十分に余裕があり、診療報酬改定の影響も加味する必要がある。

設備投資等の計画も全く具体的でなく、経営能力を疑わざるを得ない。早急に明確な計画

を第三者も含めて策定すべきである。 

 

● 将来の設備投資計画、債務償還計画をきちんと作成し、専門家の査定を受ける必要があ

る。 

 

● 会計的にガバナンスが存在していない。専門性を持った担当者をスカウトし、抜本的に

改善する。 

 

● 半額削減といった半端な削減にすると、今後はこれ以上減らされないようにどんどん設

備投資がなされ、新たな民業圧迫となる。 

 

● 潤沢なキャッシュフローが存する。必要適正な設備投資額を計算の上、余剰分につき運

営費交付金を削減すべき。 

 

● ブロック事務所を廃止。非競争の契約の見直しを進めることで、（診療報酬改定ともあ

いまって）利益は更に増える。従って、もはや国立病院は自収自弁の事業者として自立し

ており、交付金は不要（努力には敬意を表したい）。これ以上、交付金を続けることは、

民業圧迫になる。 

 

● B/S を見ると純資産が２１期末で４，１２８億円あり、資産の売却（民間と競合する病

院の統廃合等）により、投資することは可能ではないか。そもそも国立病院機構は民間病

院と担っている機能は大きく変わらない。 

 

● 国立病院機構の経営マネジメントが欠落していることが明らかになった。特に会計のア

カウンタビリティは存在せず、組織としてのガバナンスが成立していない以上、国費（税

金）を投入するわけにはいかない。来年度は一旦予算計上を見送り、会計責任者を外部か

ら新たに雇用して、適正な投資計画を踏まえて事業を進められる経営陣を構築すべきであ

る。 

 

● 独立採算を前提として、運営費交付金の対象から外すべき。資金計画を精査して、他の

病院との統合も含めて検討することが先決。 

 

● 設備投資の計画が全く見えない。利益が出ているなら運営費交付金は減らすべきだが、 

今後の設備投資計画が不明なので、本当の収支の状況がわからない。 
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行政刷新会議「事業仕分け」 

 

● 財政上の計画や今後の病院経営の全体計画がないのではないか(役人的経営をしている。

ガバナンスに問題があるのではないか。)。自立的運営が可能な診療事業、臨床研究事業、

教育研修事業についての運営費交付金は不要と思われる。 

 

● 収益構造が継続的に改善し、診療報酬改定も加わって、さらに利益をあげられる状況に

あると考えられる。独立採算を前提とした組織であることから、明確なルール分を除いた

部分は自らの経営責任として負担すべき。 

 

● 独法の会計・経理（投資計画をはじめ）を、担当者人事を含め抜本的に年内に立て直さ

ねばならない。 

 

ＷＧの評価結果                  

(独)国立病院機構運営費交付金 

判定不能 
① 国の事業として廃止 １名 

② 来年度の予算計上は見送り ２名 

③ 予算要求の縮減 ８名 

a.半額 ２名 

b.1/3 程度を縮減 １名 

c.その他 ５名 

④ 予算要求通り ０名 

⑤ コメントのみ １名 

とりまとめコメント                

今の状況では判定しようがない。判定しようがないような会計の状況、ガバ

ナンスの状況であり、これを抜本的に見直していただく。 

少なくとも設備投資計画、その償還計画、キャッシュの計画、これらを作成

し、第三者のチェックを受けて、それをきちんと説明できる体制を早急に作る

こと。そもそも今の状況で独立して経営をしていただいていることがいいのか

心配である。 
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